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ま え が き

景気低迷が長期化し、産業活動のグローバル化による国際競争の激化が進む中、製造業

の海外への生産シフトや不採算部門の削減による経営のスリム化、経済のサービス化の進

展など、産業を取巻く環境は大きく変化しています。

そして、この間の雇用情勢は、失業率の急激な上昇と求人倍率の低下をはじめ、正規従

業員の減少とパー ト・アルバイ トの増加や派遣社員の増加、若年者におけるフリーターの

増加など、厳しさを増しております。特に、近畿圏、大阪府の失業率は全国平均を大きく

上回っており、大阪府にとって、この雇用失業情勢の改善が最も大きな課題の一つとなっ

ております。

他方で、 IT関 連産業における慢性的な人材の不足や、中小企業における事業展開のた

めの営業やマーケティング要員の不足、福祉や環境関連など成長が見込まれる産業におけ

る人材の確保、育成の必要性が高まっております。雇用のミスマッチを解消し、人材ニー

ズが高まっている分野に向けた雇用を流動化させることが求められております。

本報告書は、仕事を求める人材と人材を求め活用する企業双方における、求人、求職の

特性や人材活用の特徴から雇用ミスマッチや失業拡大の要因を探ることを目的に、労働市

場における求人と求職の接点の役割を果たしている人材サービス業への調査をまとめたも

のです。

本報告書が、雇用、就労に関わる多くの方々の参考となり、すこしでも雇用状況改善の

お役に立てれば幸いです。
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約要

はじめに (調査目的)

本報告書では、雇用 ・就労環境の激しい変化のなかで、「人材」を求める側の企業が

どのような人材を必要とし、人材に対して何を求めているのか。また、正社員から非正

社員への置換えや新たな雇用システムの導入をどの程度進めているのか。そして、
「職」

を求める人材の側が、仕事に対してどのような意識を持ち、どのような姿勢で求職活動

に取り組んでいるのかを、分析することによって、経営者、求職者と雇用施策各々の課

題を抽出し、その解決に資する提言を行うと同時に、就労形態の多様化に対応した施策検

討の基礎資料とすることを目的としている。

It労 働市場を取り巻く環境

1.失 業率の推移 (年齢階層別、性別失業率)

平成 2年以降、バブル崩壊後の失業率は
一貫して_上昇しており、特に、平成 10年以降は

大幅な上昇となっている。中でも、パ
ー ト・アルバイト比率が高いことと、経済環境悪化

を背景に、新規学卒者の採用抑制の動きが出ていることによって、若年層の失業率が高い。

また、男女別にみると、11年 以降、雇用需要が正社員からそれ以外のパ
ート・アルバイ ト

等ヘシフトしていることから、男性の失業率が高まっている。こうした傾向は大阪府でも

同じ状況である。

2.産業lll・職業別就業者数及び書じ合

平成 14年の就業者総数は2年 に此べて 1.3%の増加となっているが、その内訳をみると、

製造業の就業者が大幅に減少しているのに対して、サ
ービス業で大幅な増加となっている。

工場の海外移転などに伴う製造業での就業者減をサ
ービス業で吸収していることがわかる。

ただ、大阪府の状況をみると、撤」売り。小売業、飲食店及び、製造業の割合が全国より高

く、サービス業の言じ合は低くなっている。

3,雇用形態の現状

常用雇用割合は、徐々に低下を続けており、実験ベ
ースでも 10年から減少に転じている

が、さらに、雇用者に占める非正規従業員の割合は年々増加している。特に、女性では従

業員のほぼ半数が非正規従業員となっている。

4.多様化する雇用形態と労働者派遣

雇用者に占める井正規従業員の割合は、圧倒的に女性で高く、年齢別では、男性では若

年層、次いで高年齢層で、女1とでは中年層で高くなっている。また、派遣労働者数は、年々

増加しており、伸び率も工桁の高い水準を保っている。

大阪府では、正社員の減少は全国よりも厳しく、非正規従業員の割合も高くなっている。

産業別にみると、正規従業員数が増加しているのは建設業と運輸
・通信業のみで、特に、

サービス業と製造業の減少が顕著である。
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雇用形態の多様化の背景としては、先ず、産業構造の変化と労働者派遣法の改正が挙げ

られるが、くわえて産業に占める比率が高まっている卸 。小売業、サービス業等では、省

力化が困難で、労働集約的であり、繁閑に応じて人の増減で対応しなくてはならないなど

の理由により、非正規従業員が増加したとみられる。さらに、サービス業、特に IT技 術

の進展により、事務作業のOA化 による業務の定型化が進み、正規従業員の業務を派遣労

働者が代替したためと、一方で、 IT専 門知識を要求される業務が増加したためである。

以上のような背景のもと、事業所側の要因として、正規従業員より、賃金が低く、雇用

調整が容易な非正規従業員に雇用をシフトさせていることと、専門的業務対応や即戦力の

人材へのエーズが高まっていることも多様化促進要因の一つに挙げられる。

これに加えて労働者側の要因として、経済的と時間的側面からのニーズが高まっている

ことが挙げられる。

Ⅱ.調 査結果の概要

1.調 査の概要

大阪府内に立地する人材サービス業事業所 2000社に対し、郵送自記式のアンケート調査

を実施。有効回答数 295、 有効回答率 (未着返送数 82)15.4%で あった。また、

アンケート調査作成のため、人材派遣業事業所、(社)日 本人材派遣協会、一般企業に対し

て事前ヒアリングを実施。さらに、アンケー ト回答企業に対して適宜、ヒアリング調査を

実施。

2,回 答企業の概要

アンケー ト回答企業の業種構成を見ると、最も主要な事業別で一般派遣業が半数近くを

占めているが、人材派遣事業を主要な事業とする多くの企業が人材紹介事業やその他の人

材サービス事業を兼業しており、一般派遣から人材ニーズの変化に応じた多様な事業展開

を進めている。

次に、人材サービス業の主要顧客をみると、規模に関わらず、人材派遣の活用が進んで

いるが、業種別ではサービス業による活用が進んでいるほか、空洞化が進展する中で、製

造業も間接部門での派遣の活用や事業展開のための人材紹介業の活用が見られる。

また、職種別では、一般派遣でファイリングのほかにSE他 の専門職や技術職に的を絞

った派遣事業を行っている企業がみられ、重要ではあるが一時的 ・短期的に必要となる専

門知識や技術など自社に不足する要素のアウトソーシングが進んでいることを反映してい

る。さらに、一般紹介事業においては、専門技術や経営管理など属人的なキャリアが必要

な即戦力の人材を確保するために企業が活用している。

3.人 材サービス業の置かれた状況

労働需給が大幅に緩和し、正社員を中心とした企業の人員スリム化が進む中で、人材サ
ー

ビス業に対する求職者のアクセスは増加しており、人材派遣や人材紹介の実績も着実に増

加している。人材サービス業を取り巻く市場は拡大傾向にあるものの、企業の人件費抑制
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とコスト削減姿勢の強まりを反映して、派遣、紹介単価は下落傾向にある。

人材サービス業は、その本質がより質のよい人的資源の提供にあることから、人材の量的

確保よりも質の高い人材の確保と確保した人材の質の維持 ・向上を重視しているものの、

人材の質の確保に次いで、顧客となる企業の人材ニーズの変化への即応を重視しており、

人的ニーズの変化に応じた即戦力としての人材の確保が重要であることを示している。

4.人 材サービス業に見る雇用就労条件の変化と求職者 ・求人企業への視点

人材派遣業の利用は、人材活用のスリム化 ・効率化が大手企業を中心に進んでいるが、

他方で、中小企業は人的資源が乏しい中で、激しい事業環境変化に適応していくために、

自社内の人材で新たな事業局面に対応していくことが難しく、即戦力としての人材を入材

紹介業に求めることが多い。

「一般派遣業」の主要派遣職種をみると、ファイリングなど間接部門の雑務を多くの企

業がアウトソーシングしている状況がみられるが、現在最も伸びている派遣 ・紹介職種で

ヤよ 「その他の専門職」の割合が高く、事業の基幹に関わる業務に関しても人材のスリム化

を通じた人件費コストの削減や固定費である人件費の変動費化を図つて、専門性の高い多

様な職種の確保を、人材サービス業を通じておこなう企業が増加している。

顧客企業が求める人材への条件として、即戦力という主要な資源として人材を捉える一方

で、人的コストという経費的側面で人材を捉えようとする姿勢をも合わせて示している。

さらに、就労者の年齢構成が上昇し、失業者数が恒常的に増加する状況の中で、ワークシ

ェアリング、ジョブシェアリング、再雇用制度といった新たな雇用システムに対する注目

が高くなっているが、企業の多くはこういった新しい雇用制の導入には必ずしも積極的で

はない。

そして、この企業側と求職側におけるニーズのギャップを最も端的に表わしているのが、

派遣や紹介における実績の有無別にみた人材の特性の違いである。スキル ・専門性や職歴 ・

経験、ビジネスマナー、自己の能力向上など、仕事に対する能力と仕事に取り組む姿勢の

違いが、実績の違いとなって現れていることを改めて確認できる。

企業側が即戦力として、人材に対する職務能力やスキル ・専門性へのエーズを強める中

で、そうした実践的な能力を身につけているか、否かが企業と人材とのマッチングにおい

て重要な要素となっており、他方で、雇用環境が厳しさを増す中で、自らの能力やキャリ

アに応じた雇用条件を十分に考慮することが重要となっている。

皿.雇 用のミスマッチ解消に向けて

1.ミ スマッチの要因と解消のために必要な条件

働く側と人材を雇う側の間のマッチングを妨げる課題を整理すると、まず、「賃金
一人件

費コスト」に関しては、働く側にとって賃金が労働条件の中で最も重視する要素となって

いるのに対して、企業サイ ドにとって、人件費コストの削減が優先すべき課題として認識

されている。

次に属人的な要素である 「年齢―能力」に関しては、求人側の条件としては、キャリア
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形成は経験に基づくものである。若い人材に対して高いキャリアを求めることは難しく、

また、年齢が高くなるほどに、自らのキャリアに応じて、キャリアを活かすことができる

仕事 ・給与 ・待遇を求めようとする。

これに対して、企業側の人材に対する要求は、人件費の面ではコスト削減を強く意識す

る一方で、専門性やキャリアの蓄積、職務経験の重視など、即戦力としての能力を重視す

る傾向を読み取ることができる。

さらに、「中心性―周辺性」の問題がある。つまり、女性の社会進出の進展と晩婚化と少

子化の進展、若年者が短期間で離職する割合の上昇とフリーターの増加に見られるような

定職志向の揺らぎ、企業における能力重視姿勢の強まりと早期退職を含む人員肖J減の進展、

年金 ・医療などの社会保障費負担の増加、給与体系の変化、年金制度をはじめとする将来

の生活に対する不安の拡大といった社会の変化は、先の 「賃金― べ件費コスト」「年齢
一能

力」における労働市場のギャップをさらに拡大する方向に作用しており、アウトソ
ーシン

グや派遣の活用の動きも、こうした労働市場で拡大するギャップを埋めようとする企業の

取り組みの一つとして理解できる。

2.今 後の雇用のあり方に向けた方向性

海外との国際競争が激化し、年齢構成の高齢化が進展する中で、サ
ービス経済化をはじ

めとする産業構造の更なる変化は必至で、労働市場における雇用の流動化が
一層進展する

ものと考えられるが、その場合においても、企業側の経営内容、事業運営状況や経営戦略

に応じて人材の能力開発は不可欠である。

事業の持続的な発展と企業の成長のためには、人件費を含めたコスト削減も、事業推進

に必要な人材を確保し、育成するために必要な、戦略的な負担とのバランスの上で考える

べきであり、資源として人材を捉え直すことが重要となる。そして、人材を採用しようと

する企業には、まずその企業に必要となる人材 ・能力を明確に把握すること、そして、企

業の採用担当者は現場の人材ニーズを的確に把握することが重要となる。

職を求める側にとっては、即戦力としての人材が重要視される傾向が強まるなかで、自

らの能力とキャリアをより意識した求職活動が求められている。中高年の人材には、これ

まで経験してきたキャリアの洗い直しと、職業能力の再形成が、また、若い人材について

は、即戦力としての能力が重視される中で、先ずキャリア形成機会が確保されなければな

らない。学生生活から職業生活への移行がよリスム
ーズにおこなわれるような機能の確保

が重要であるが、何よりも若い人材の就労意識の形成が必要になっている。新規採用後の

一定期間、仕事の内容に即した職業訓練を企業外で受けることができるような、職業教育

機会の拡大など、将来に向かっての長期的な人生設計に基づく職業意識と必要なキャリア

とその獲得のために必要なステップを明確にしうるキャリアデザインの機会を確保するこ

とが必要となっている。さらに、少子化の進展によって、近い将来における就労人口の減

少が懸念される中、家庭や健康などの制約によって就労機会を逃している人に対しては、

正社員短時間労働制をはじめとする安定的な勤務条件で働くことが出来るような、多様な

安定的就労形態が模索されなければならない。

- 4 -



はじめに

長引く景気の低迷や消費の減少、製造業の海外シフトによる空洞化の進展など、産業

を取り巻く環境変化はますます厳しさを増している。こうした状況に対して、産業は人

件費の抑制や年功的な処遇の見直しを推し進めており、派遣社員や契約社員、パ
ー ト・

アルバイトを活用するなど、非正社員を活用する企業が増加している。

また、若年者の離職の増大やフリーターと呼ばれる就労形態の常態化など働く側の就

労意識の変化も進んでいるほか、高年齢者の失業率の高まりが続く中で年金支給開始年

齢の引き上げが予定されている。さらに、少子化が進む中で、近い将来にはむしろ、絶

対的な労lgJ力不足が懸念されている。

こうした雇用 ・就労環境の激しい変化を背景に、再雇用制度やワ
ークシェアリング、

ジョブシェアリングといった、新しい雇用システムを導入する必要についての議論も進

められている。

そこで、本報告書では、「人材」を求める側の企業がどのような人材を必要とし、人

材に対して何を求めているのか。また、正社員から非正社員への置換えがどの程度進展

し、併せて、新たな雇用システムの導入をどの程度進めているのか。さらに、「職」を

求める人材の側が、仕事に対してどのような意識を持ち、どのような姿勢で求職活動に

取り組んでいるのかを、分析することによって、雇用のミスマッチについて、企業側の

求める 「人材」と、求職者側の求める 「場」にいかなるギャップが存在するのか、経営者、

求職者と雇用施策各々の課題を抽出し、その解決に資する提言を行うと同時に、就業形態

の多様化に対応した施策検討の基礎資料とすることを目的としている。

なお、以下の分析においては、「I.労 働市場を取り巻く環境」で、マクロ統計デ
ー

タを中心に、雇用 ・就労状況の現状とその変化について分析し、「■.調 査結果の概要」

では、人材を活用する側の企業と、職を求める人材を結びつける立場にある、人材サ
ー

ビス業 (人材派遣業、職業紹介業など)を 対象として、独自に行ったアンケ
ート調査を

もとに、人材を活用する企業側の意識と人材活用の実態、及び、職を求める人材側の就

労意識を中心に分析を進めている。
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I.労 働市場を取り巻く環境

1.失 業率の推移 (年齢階層別、性別失業率)

(1)バ ブル崩壊後の失業率推移

平成 2年以降、いわゆるバブル崩壊後の失業率の推移をみると、一貫して上昇傾向で推

移しており、特に、相次ぐ金融機関の破綻、企業倒産などが重なったためにリストラが相

次ぎ、雇用環境が悪化した平成 10年以降は大幅な上昇となっている (図表 I-1)。

図表 I-1 男 女別失業者数及び失業率 (全国)(万人)

400

350

300

2 5 0

200

150

100

50

0

1    1総 数失業者(左目働
‐‐ 1男 ―  (左目め

物勿物勿 女失鶏鋲左目働
― ― 鯉 弾  (右目動

― 男―  (右目め

… さ … 女失業無右目動

( % )

6 0

5 5

5 0

4  5

4 0

3 B

3 0

2 5

2 0

1 5

年
2     3     4     5

資料 :総務省 「労働力調査」

また、年齢別にみると、15～24

率が高い。特に、15～24歳層は、

歳層の失業率が際だって高く、次いで 25～34歳層の失業

10年、11年と急激に上昇している (図表 I-2)。

(%)

1 0 0「

図表 I-2 年 齢別失業率 (全国)

9 0

8 0

7 0

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 0

0 0
2   3   4   6   6

資料 :総務省 「労働力調査」

(2)年 齢別失業率

若年層の失業率が高く、上昇幅が大きい理由としては以下のことが背景となっている。

第一に、パー ト,アルバイト比率が高いことである。いわゆるフリ
ーターに代表されるよ
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うに、この層はパー ト・アルバイ ト比率が高い。パー ト・アルバイ トは正規の従業員に比

べると、雇用調整に使われることが多いため、失業率が正規従業員に比べると高いことか

ら失業率上昇の要因となっている。

第二は、経済環境悪化を背景に、新規学卒者の採用抑制の動きが出ていることも影響し

ている(図表 I-3、 4)。

図表 I-3 新 卒者の就職内定率推移 (全国)
%

7 0

6 5

6 0

5 5

5 0

4 5

4 0

3 5

3 0

平成11年度 15 年 度

高校新卒者の就職内定状資料 :厚生労働省 「大学卒業予定者内定状況等調査、

況等について」
注 :大学生は 10月 1日現在、高校生は 9月末現在。

図表 I- 4

(千人)

高校新卒者の求人数 ・求職者数 ・就職内定率の推移 (全国、 9月 末現在)

( % )

■■■求人数(左目働

― 囃 激  (左翰

― 棚 認 右目翻

平成 2年   3    4    5    6    7    8    9    10

資料 :厚生労働省 「高校新卒者の就職内定状況等についてJ

失業者数をみると、平成 14年現在では 25～34歳層が最も多く、

～54歳層、55～64歳層となっている(図表 I-5)。

図表 I-5 年 齢別完全失業者数 (全国)

年度

次いで 15～24歳層、45

(単位 万人)

総 救 -94を 辱 25～ 34歳 35～ 44歳 45～ 54歯 55～64歳 A民右争けr ト

年成
　
　
　
　
　
　
　
　
１

平

11

12

13

14

134

136

142

166

192

2 1 0

225

280

279

8 1 7

320

340

359

24

24

24

27

29

31

30

31

39

42

42

47
5R

資料 :総務省 「労働力調査」
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失業者数を時系列でみると、平成 8年 までは 15～24歳層が最も多く、25～34歳層がそれ

に続いていたが、9年 には、15～24歳層と、25～34歳層が逆転している。また、14年には

45～54歳層が 55～64歳層と同数になった。

さらに 11年以降、15～24歳層及び 55～64歳層の失業者数は、ほぼ安定した状況である

が、65歳 層を除く他の層は、いずれも増加が続いている。これは、企業のリストラが進展

しているためと思われる。

(3)男 女別失業率

次に、男女別に失業率をみると、平成 10年まではほぼ同水準であったが、11年以降、男

性の失業率が高まっている (図表 I-1)。 これは、雇用需要が正社員からそれ以外のパー

ト・アルバイト等の比率が高まっていることが影響しているとみられる。女性に比べると、

男性のパート・アルバイト比率は低いためである。

(4)大 阪府の年齢別失業率

大阪府の失業率及び失業者数をみると、15～24歳層の失業率が最も高く、次いで、25～34

歳層と続いており、全国と同じ状況となっている (図表 I-6、  I-7)。

( % )

i 4 0

1 2 0

1 0 0

8 0

6 0

4 0

2 0

0 0

図表 I-6 年 齢別失業率 (大阪府)

二十~十
‐
ど二
｀
.‐ニ

9年           10年            11年

資料 :大阪府統計課 「労働力調査地方集計結果」

図表 I-7 年 齢別完全失業者数 (大阪府)
(単位 :千人、%)

総  数 5～ 24歳 25～ 34簿 35～ 44歳 45～ 54歳 ～ 84構 n「l七岳じr

半 月 9qF 223

262

289

807

325

3 5 1

bツ

58

6 2

5 8

6 0

6 5

br

73

83

91

104
l n R

課 労働力調査地方集計結果」

(注)数 値は原数値。

- 8 -



2.産業別 ・職業別就業者数及び割合

(1)産 業別就業者数の推移

産業別に就業者数の平成 2年から平成 14年までの推移をみると、全国では、平成 2年 に

は就業者総数は 6,249万人であったのが、平成 14年には 6,330万人と 1.3%の増加となっ

ている (図表 I-8)。

図表 I-8 産 業別就業者数 (全国)

資料 !総務省 「労働力調査」

その内訳をみると、平成 2年 は製造業の就業者が 1,505万人と最も多く次いで、卸売 ・

小売業,飲 食店の 1,415万人、サービス業 1,394万人などとなっていた。しかし、産業構

成の変化を反映して、平成 14年には製造業が、1,222万人で 18.8%減、卸売 ・小売業,飲

食店が 1,438万人の 1.6%増であるのに対し、サービス業が 1,804万人 29.4%増とサービ

ス業が大幅に増加している。

(2)産 業別就業者割合

これを産業別の割合でみると、平成 2年では製造業の割合が 24.1%、サービス業の割合

が 22.3%であったが、製造業は4年 以降ほば一貫してその割合が低下し、逆にサービス業

は2年 以降ほぼ右肩上がりとなり、平成 6年 にはその割合がついに逆転し平成 14年 には

各々、19.3%、28.5%となっている (図表 1-9)。

一方、他の産業は割合がほぼ一定していることから、工場の海外移転などに伴う製造業

での就業者減をサービス業で吸収しているとみられる。

図表 I-9 産 業別就業者割合 (全国)

建設業 製造業 運 蜘
・通

信業
小
飲
・

，店

売
業
食

卸
売

サービス

業

平成2年 9 . 4

9 5

9 6

9 9

1 0 2

1 0 3

1 0 3

1 0 4

1 0 2

1 0 2

1 0 1

9 . 9

9 8

6 0

5 9

6 0

6 1

6 1

6 2

6 . 3

6 3

6 . 2

6 . 3

6 . 4

6 3

6 3

2 2 . 6

2 2 5

2 2 3

2 2 4

2 2  4

2 2 . 4

2 2 . 6

2 2 . 5

2 2 8

2 2 9

2 2 . 9

2 3 . 0

2 2  7

2 2 . 3

2 2 7

2 3 0

2 3 5

23 9

24 3

24 6

2 5 1

2 5 , 9

2 6 4 1

2 6 . 7

2 7 6

2 8  5

:総務省 1労rTl力調査」

ス ・熱供
給 t水道

1436

1448
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(3)男 女別 B産業別就業者割合

さらに、男女別にみると、男性は、平成 14年になってサービス業の割合が製造業を逆転

したのに対し、女性は平成 2年 時点で既にサービス業の害J合が製造業を上回つており2年

以降、格差が拡大傾向にある (図表 I-10)。 また、男性に比べ、製造業の低下及び、サー

ビス業の上昇の変化率が大きいのが特徴的である。

資料:総務省 労働力調査」

(4)大 阪府の産業別就業者割合

大阪府の状況をみると、全国と同様に、製造業の割合が低下し、サ
ービス業の割合が上

昇する傾向は同じであるが、卸売 ・小売業,飲 食店及び、製造業の書J合が全国より高く、

サービス業の割合は低くなっている (図表 I-11)。

図表 I-11 産 業別就業者割合 (大阪府)

( % )

3 0 0

2 5 0

2 0 0

1 5 0

1 0 0

5 0

0 0
9           1 0           1 1

資料 :大阪府統計課 「労働力調査地方集計結果」

男女別では、女性の平成 10年以降製造業の割合は全国を下回つているが、サービス業で

はほぼ同じ害」合となっている(図表 I-12)。

1 芋 暑畳阜環長襲、飲食店 |一X… 仰売・小売業
一 サービス

図表 I-10 男 女別 口産業別就業者割合 (全国)
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図表 I-12 男 女別 ・産業別就業者割合 (大阪府)
(単位 :%)

建設業 製造業 運輸 ・通信業
I E W冗・■` 元
輩  谷 々全 店 サ

ービス

男 平成9
手

１０

１１

１２

‐３

‐４

4 . 2

4 0

3 . 7

3 9

3 4

4 0

2 5 9

2 4 4

2 3 9

24 0

23 4

2 3 0

9 . 9

1 0 , 0

9 8

9 7

9 8

9 4

18.9

1 9 5

20 1

2 0 3

2 1 4

2 1 1

女 3 9

3 . 4

3 2

3 . 8

3 . 1

3 1

】0 . 2

1 7 8

1 6ャ7

1 5 , 7

1 6 2

1 5 3

3 3

8 5

3 6

3 3

3 6

4 1

3 2 0

3 4 2

3 3 , 9

3 2 . 9

3 3 6

3 1 9

3 1 9

3 2 5

34 1

3 5 3

3 4 8

3 6 9

(5)職 業別就業者割合

就業者の職業別割合の推移をみると、製造・制作・機械運転及び建設作業者 (以下、製造

業等)が 最も高く、次いで、事務従事者、販売従事者、専門的 ・技術的職業従事者 (以下、

専門)、保安 ・サービス職業従事者 (以下、サービス)と 続いている。その傾向を見ると、

製造業等は緩やかながら低下傾向にあり、事務、販売は横ばい、 専 門、サ
ービスは緩やか

ながら上昇傾向にある(図表 I-13)。

図表 I-13職 業別就業者割合 (全国)  _...専 門的韓
一い一 事務従事者

― ――販売従事者

― 保安 サ ービス戦業従事者
―う←一製造 制作 機伎運転及び建設作業者

資料 :総務省 「労働力調査」

男女別に見ると、男性では製造業等の割合が圧倒的に高く、次いで、販売、事務、専門

等と続いていたが、平成 14年には事務と専門の割合が逆転したのが注目される。女性では、

事務が高く、次いで平成 12年までは製造業等であった。しかし、製造業等は長期低下傾向

にあり、13年 には専門、及びサービスと逆転し、14年 には格差が広がっている。 専 門、

及びサービスの割合は上昇傾向にあるのは男性と同じであるが、製造業等では減少傾向に

ある。これは、男性に比べてラインで純立作業などに従事する害J合が比較的高い女性が、

工場の省力化や海外移転の進展の影響で減少したためとみられる (図表 I-14)c
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図表 I-14 男 女別 ・職業別就業者割合 (全国)
単位 :

専門的 ・

技術的織
業従事者
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者
販売従事
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1来女 ・
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作 機械還
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3 7

4 0

4 1
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4 9

5 6
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2 8 2
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28 5
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2 9 0

2 9 3
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2 9 0
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4 Z

4 . 2

4 1

4 0
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3 5

1  5
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2 9
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4 . 3

4 4 1

4 7 !

5 5 1

資料 :総務省 「労働力調査」

(6)大 阪府の職業別就業者割合

大阪府の状況をみると、販売の割合が 3ポイント程度高いが、全国とほば同様の傾向が

見られる (図表 1-15)。

図表 I-15 職 業別就業者割合 (大阪府) ―■―事 務
―…一販 売
―‐一 保安職業、サービス
ー x― 生産工程 ・労 務

惚

３５
　
　
３０

9年       10年        11年        12年

資料 :大阪府統計課 「労働力調査地方集計結果」

14年

3.雇用形態の現状

(1)常 用雇用割合

常用雇用割合 (1年 を超えるまたは雇用期間の定めのないもの)を みると、平成 8年 の

89.3%か ら、平成 14年 には 86.4%と徐々に低下を続けている。実数ベースでも、平成 10

年から減少に転じている (図表 1-16)。 これは、雇用者全体に占める短期雇用 (1年 以内

の期間を定めて雇われるもの)割 合が上昇しているためとみられる。常用雇用割合を男女

別にみると、女性の雇用割合が男性をほば 15ポイント下回っている (図表 I-17)。

|
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図表 I-16 常 用雇用者数と常用雇用割合 (全国)
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0 / c )
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88 5
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87 0

8 6 5

86 0
年

2    3    4    5    6

資料 i総務省 「労働力調査」

図表 I-17 男 女別常用雇用割合 (全国)
( % )

100

95

90

85+
|

櫛Ⅲ……・
………Ⅲ

|
7 5 1

7 0 1

2   3   4   5   6

資料 1総務省 「労働力調査J

1 0 l l 1 2 1 3 1 4

(2)非 正規従業員割合

雇用者に占める非正規従業員の常Ⅲ合をみると、平成 2年では 20.2%であったが、平成 14

年では 29、|%と その割合が年々増加している(図表 I-18)。平成 14年での内訳をみると、

パート14.5%、アルバイト6.8%、派遣 ・嘱託 。その他が 8.1%となっている。

男女別にみると、平成 14年で男性の非正規従業員の割合が 15,0%であるのに対し、女性

が 49,3%と、従業員のほぼ半数が非正規従業員となっている。

一方、就業構造基本調査によると、平成 14年で正規従業員は 3,455万7千 人、昭和 62

年対比で増加率は横ばいとなっている (図表 I-19)。 一方、非正規従業員の割合は 1,628

万人、32.0%、増加率は 91.6%増となっている。非正規従業員の内訳をみると、雇用者に

占める割合は、パー ト15.4%、アルバイト8.3%、契約社員 ・嘱託 4、9%、 派遣 1.4%とな

つている。

暫 可
― 常層比率(右目盛)
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図表 I-18 雇 用形態別割合 (全国)

役員を除く
正規の職

員 ・従業員

ル′ヽイ ト

計 昨

年

眸

峠
件

眸

蜂
峠

昨

昨

昨

咋

7 9 8

80 2

7 9 4

7 9 2

7 9  7

7 9  1

7 8 5

7 6 8

76 4

75 1

7 4 0

72 8

70 6

2 0 2

1 9 8

20 6

20 8

2 0 3

2 0 9

2 ! 5

2 3 2

2 3 6

2 4 9

2 6 0

2 7 2

2 9 4

16 3

1 6 2

1 6 8

1 5 9

1 6 8

1 7 3

1 8 0

1 9 0

1 9 9

20 8

2 2 0

2 3 0

2 1 8

4 7

4 7

4 9

5 0

5 0

5 5

5 7

6 2

6 6

6  9

7 3

7 6

6 8

0 7

0  9

0 9

男 年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

成平 9 1 2

9 1  5

9 1 1

90 6

9 1  5

9 1 1

90 6

89 5

89 7

88 9

88 3

8 7 5

85 0

8 5

8 9

9 4

8 5

8 9

9 4

1 0 5

1 0 3

11 1

1 1 7

1 2 5

1 5 0

4 7

4 8

5 1

5 3

5  0

5  2

5  8

6 4

6 6

7 1

8 0

8 9

8 0

0 3

0 4

0 3

女 平成 2年

3年

4年

5年

6年

7年

8年

9年

10年

H年

12年

13年

14隼

8

37 2

38 3

38 5

3 8 4

3 9 1

39 8

4 1 8

42 9

4 5 2

4 6 4

47 8

49 3

3 3 8

34 6

34 7

34 6

35 5

36 2

3 7 4

3 9 0

40 0

42 1

4 2 9

39 8

資料 :総務省 「労働力調査」

(注)「 派遣 ・嘱託 。その他」の派遣は、平成11年8月に追加

(3)大 阪府景気観測調査にみる就業形態別雇用状況

大阪府景気観測調査 (平成 14年4～ 6月期)に よると、従業者数の増減で3年 前と比ベ

て 「減少」と回答した企業の割合は 43.6%と最も高く、「横ばい」が 39.2%となっており、

「増加」ヤま13.3%となっている。従業者規模別にみると、「減少」は、19人以下が 39.7%

と最も少ないのに対し、300人以上の減少割合が最も高く 52.1%となっている。19人以下

と比較して 12.4ポイントと差が開いている (図表 I-20)。

図表 I-19 雇 用形態別従業者数 (全国)

閲
正規従業員

|ノヽ―卜|ア
ブ
てイ`1罫犠 1派置|その仙

昭和62年

平成4年

9年

1と左E

46,153

52,575

541997
54 733

43,063

48,605

5 1 , 1 4 7

3 4 , 5 8 5

38,062

38,542
34 557

1 , 8 8 6

2 , 5 i 4

3,344

87

163

257
720

L  l 1 8

1,008

1 0 2 5

資料 :総 務 省 「熊業橿指裏本調脊
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図表 I-20 合 計人員及び正社員の増減 (大阪府)

資料 :大阪府立産業開発研究所 「大阪府景気観測調査」

従業者数の増減の内訳をみると、まず、正社員の増減では、「減少」46.9%と最も多く、

「増加」はわずか 9.8%にとどまっている。これを規模別にみると、正社員の 「減少」が、

従業員規模が 19人以下が 37.3%であるのに対し、規模の増加とともに 「減少」割合も増加

し、300人以上では 68.3%と 19人以下と比較して 31ポイントと大きく差がついている。

これは、大企業ほどリス トラや事業の絞り込みなどで正社員の削減を進めている結果と

みられる。

次に、契約社員と派遣社員 (以下、契約、派遣)で は 「増加」と 「減少」の差をみると、

契約社員ではいずれの規模でもマイナスとなっているが、派遣社員では 50人～99人層のプ

ラス値が最も大きくなっている (図表 I-21)。

資料 1大阪府立産業開発研究所 「大阪府景気観測調査」

パート・アルバイトの増減状況をみると、「いない」

雇用の需要は高いとみられる (図表 I-22)。

ヤよ28.4%と なり各規模層とも短時間

合計人員の増波 F汁 目の階滅

増加 横 ほ い 減 抄 いない 増 加 構ヤま↓ 減 少 いたい

1 9人以下

2 0～4 9人

5 0～9 9人

100～ 299人

3 0 0人以 上

合計

7 4

1 2 8

1 7 6

2 1 5

1 9 0

1 3 3

4 2 7

3 8 8

4 1 6

3 4 1

2 8 9

3 9 2

3 9 ?

4 8 0

4 0 8

4 4 4

3 2 1

43 6

4

5

4 5 9

4 1 0

8 5 9

2 8 4

1 9 8

3 7 3

4 9 4

49 6

54 1

6 8 3

図表 I-22 パ ー ト・アルバィ トの増減 (大阪府)

パー ト・アルバイ トの増浦

増加 相郭rtい 減 少 いない

19人以下

20～49人

5 0～9 9人

100～299人

3 0 0人以上

合計

5 6

11 2

18 4

24 1

1 9 4

1 2 7

3 3 2

3 7 4

4 1 8

3 7  9

4 1 1

36 9

20 1

23 3

2 0 3

2 2 3

2 9 0

4 1 1

2 8 2

1 9 8

1 5 6

1 0 5

資料 :大阪府立産業開発研究所 「大阪府景気観測調査」

これを規模別にみると、規模の増大とともに 「増加」、「減少」の割合が増加しているが、

100人～299人層で 「増加」が 24.1%と最も多く、次いで、300人の 19.4%となっており、

「減少」は 300人層の 29.0%が最も多い。300人以上の大規模層では、契約と派遣社員を

他の規模より利用する割合が高いため、アルバイト・パー トの利用をやや抑えていると思

われる。

図表 I-21 契 約社員及び派遣社員の増減 (大阪府)

19人以下

100～ 299人

300人 以 上
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4.多様化する雇用形態と労働者派遣

(1)雇 用形態の多様化

近年雇用形態が多様化している。雇用形態の多様化とは、2003年板労働経済と1書による

と、正規雇用以外の様々な就業形態の拡大とされている。雇用形態は、定午まで雇尉保障

のある正社員と、短期間の雇用である非正社員 (パー ト・アルバイト、派遣労働者宰)に

分けられるが、近年、労働のあり方や労働者の意識が変イヒしていることから、非EI Aと員が

増加し、雇用形態の多様化が進展している。

ここで、雇用形態の分類方法をみると、定年まで雇用保障のある正社員と、非正社晏に分

けられるが、さらに、a.雇用期間での分類 :雇用期間が 1年 を超えるまたは定めのない常

用雇用と雇用期間が 1か 月以上 1年未満の期間を定めて雇われている臨時雇用どまたは 1か

月以下の日雇、b,労働時間での分類 :週間就業時間 35時間以上をフルタイム、35時間未満

をパートタイム、c,雇用元での分類 :自社で雇用する社員を正社員、派遺元が2_‐用する社

員を派遣社員と言った具合に細分化できる。

(2)産 業別 ・年齢別非正規従業員割合

「平成 11年就業形態の多様化に関する総合実態調査」によると、雇用者に占める非正規

従業員は 27.5%を占めている。このうち、パー トの割合が最も高く、契約社長、臨時的雇

用者、派遣の順となっている (図表 I-23)

嫁の多様化に関する総合実態調査」

産業別では、卸売 ・小売業,飲 食店、サービス業でパ
ートの割合が高く、契約社員は不

動産業、臨時的雇用者は建設業、派遣は金融 ・保険業が高い。事業所の形態では、非正規

従業員の内パー トの割合がいずれの形態でも高いが、その中でも店舗で半数以上の従業員

がパートで占められている。企業規模別では非正規従業員の割合はいずれの規模でも4分

の 1程度である。性別では非正規従業員の割合は、男では 14,9%であるのに対し、女では

図表 I-23 雇 用形態別従業者割合 (全国、産業、事業所、規模、性別)

鉱業

建設業

製造業

電気 ・力
'ス・熱供給 ,水道業

運輸 ・通信業

卸売 小 売業,飲 食店

金融 ・保険業

不動産業

500～ 999人

300～ 499人

00～ 299人

8 0 ～ 9 9 人

3 0 ～ 4 9 人
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47,0%となっている。

非正規従業員の割合を年齢別にみると、40～49歳 25.4'6、20～29歳 23.7%となってお

り、性別では、男は 20～29歳 31.9%、60～64歳 15.6%、女では 40～49歳 30.6%、30～

39歳 21.1%となっている (図表 I-24)。

このことから、雇用の多様化は性別では圧倒的に女性で進んでいる。年齢別では、男性

では若年層、次いで高年齢層で進み、女性では中年層で進展していることが分かる。

図表 I-24 男 女別 ・年齢別非正社員の雇用形態別割合 (全国)

非正社員 の就 業形態 ～ 39歳 40～ 49歳 50～ 59歳 60～ 64歳 65歳以 L 合 計

非正社員 計

契約社員
臨時的雇用者
短時間のパート
その他のパート
出向社員
派遣労働者
子 の 統

2 3 7

2 7 2

40 7

2 0 7

25 8

1 3 6

43 4

1 8 C

1 8 7

1 2 C

1 7 ?

1 7 C

1 7 3

3 2 G

2 1 3

25 4

1 6 C

7 8

2 9 7

24 1

26 4

1 3 2

1 3 1

1

7

4

7 1

i 4 6

4 5

6 4

8 1

1 6

1 8

1 7 7

男

非正社員 計

契約社員

臨時的雇用者

短時間のパー ト

その他のパー ト

出向社員

派遣労働者

その他

6 C

0 4

l S  C

1 0 5

5 9

0 1

3 0

3 5

1 0 3

1 6 1

5 7

3 4

9 4

1 7 3

30 8

|

女

非正社員 計

契約社員

Bl時的雇用者

短時間のパー ト

その他のパー ト

苗向社員

派遣労働者
子 の 仰

20

37

36

14

22

46

4 8

4

4

4

1

1

1

4

2

2 0 8

1 6 9

30 8

2 1 2

2 2 0

1 5 3

3 1

24 2

資料 :厚生労働省 「平成11年就業形態の多様化に関する総合実態調査」

注 t不明があるため年齢合計は1001ヨまならない。

(3)大 阪府の非正規従業員の状況

大阪府の状況をみると (就業構造基本調査)、平成 14年で正規従業員は 220万 2千 人、

昭和 62年対比で増加率は 10.0%減となっており、全国より厳しい状況となっている。一方、

非正規従業員は、昭和 62年に 67万 8千 人でその割合が 27.7%であったものが、平成 14年

には 120万4千 人、35.4%で、増加率は 77.6%増と大幅に増加している。全国と同様に正

規従業員割合が低下し、さらに、全国と比べて非正規従業員の割合が 3,4ポイント高くな

つている (図表 I-25)。

平成 14年での内訳をみると、パー ト15.2%、アルバイト10.8%、契約社員・嘱託 5.1%、

派遣 1.8%となっており、パートが全国より若干割合が低いものの、それ以外は全国より害J

合が高い。

図表 I-25 雇 用形態別従業者数 (大阪府)
: 千 人

喜用者

除く役員 正規従業員

|パ_卜|ア
ブ
てイヾ|』暫櫂占料派遣|その仙

昭和62年

平成 4年

9年
14左E

3 , 3 4 8

3 , 7 1 3

3,834

3 , 1 2 3

3 , 7 1 3

3 , 8 6 8

2,445

2,664

2,848

3 7 1

4 3 0

469
1 1 7

170

2 1 4

281

5 1

71

8

100

7 8

7 7

就業構造基本調査と
9年 は契約社員、その他は算出せず。また、 4年 については、派遣社員も算出せず。

資料 :総務省

注 :平成 4年
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(4)大 阪府の産業別非正規従業員割合

産業別にみると、昭和 62年では、非正規従業員害J合の高い産業は、卸売 ・小売業,飲 食

店 30.8%、サービス業 25.1%、建設業 23.9%、製造業 17.8%、運輸 ・通信業 8,9%の順と

なっていたが、平成 14年 には卸売 ・小売業,飲 食店 49,2%、サービス業 42.3%、製造業

26.8%、建設業 26.4%、運輸 ・通信業 25.1%といずれの業種も上昇している (但し、平成

14年に産業分類が変更されたため、厳密には建設業と製造業だけが比較できる)。また、対

62年比で従業員の伸び率をみると、正規従業員は、建設業、運輸・通信業が増加しており、

その他の産業、特に、サービス業と製造業での減少が顕著である (表I-26)。

一方、非正規従業員はどの産業でも増加しており、運輸 ・通信業が大幅に増加している

のが目立つ。これをパー トとアルバイトに分けると、パー トは、建設、製造、サービスで

減少しているのに対し、アルバイ トはすべての業種で増加している。アルバイ トがパー ト

よりも短期間雇用であることから、企業が労働力の必要時だけの需要に徹底していること

の現れとみられる。

図表 I-26 雇 用形態別従業者害」合 (産業別、大阪府)

昭和 62年 雇用者

r f人ヽ

除く役員

( 千 人)

正規従業
員 (千
人ヽ

非正規従
業員比率
rン、

パート
(千人)

パート比
率 (%)

アルバイ
ト (千

アルバイ
ト比率

建設業

製造業

運輸 ・通信業

卸発 ・小売業、飲食店

サー ビス業

ZOu

1 0 2 6

2 5 9

835

858

243

9 5 5

248

7 6 7

6 2 5

2 3 9

1 7 8

8 9

30 8

3 7

1 3 1

2 8

1 8 5

4 1

2 4

8 6

1 0 2
1 ‐6

子蔵 14年

建設業

製造業

運輸 ・通信業

卸売 ・小売業、飲食店

サー ビス業

190

491

2 5 4

442

26

26

25

49

4

1

2

3 1

16 3

7 1

2 3 5

1 6 1

8 2

4 9

7 1

2 0 2
14 局

資料 :総務省 「就業構造基本調査J

(5)労 働者派遣

労働者派遣事業は、派遣元、派遣先、派遣労働者の3者から成立する。正社員やパ
ー ト'

アルバイトが直接雇用であるのに対し、派遣労働者は派遣会社を介することから問接雇用

である。また、労働者派遣事業は特定労働者派遣と
一般労働者派遣に分けられる。前者は

派遣会社の社員労働者を派遣するもので、後者は登録された労働者を派遣するものである。

派遣会社の立地を地域別にみると、特定労働者派遣及び
一般労働者派遣とも東京都が圧

倒的に多く、次いで大阪府、愛知県などとなっており典型的な大都市立地型産業であると

いえる。各地域の事業所も大幅な増加となっている (図表 I-27)。

図表 I-27 労 働者派遣事業の許可 口届出受理事業所件数
~版
労 側

者派遣事
挙 r t F r 狩

特 定 労 働

者派遣事
撃 訴 狩

衝 討

(所)
稿 放 死

( % )

対 1 2年比
(% )

東京都

大阪府

神奈川県

愛知県

福岡県
全 国

1

7

6 , 1 3 9

2,157

1,388

1,236

7 2 3

9.083

2

3

4 5 5

5 0 2

2 5 4

6 7 3

68 1

馬O R

生労働省資料より作成 平 成 1 5 年 月 1日 現在)資料
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(6)派 遣労働者数の推移

派遣労働者数は、近年大きく増加しており、企業の就労形態としての地位を確立してい

る。全国で派遣された労働者数の推移 (前年比)を みると、平成 8年 度以降、10年 度を除

けば、2け たの伸び率で推移しており、13年度は 175万人、26.1%増 となっている。また、

常用雇用で換算された派遣労働者数でも 61万人、14.0%増で平成 6年 度以降、10年度を除

けば毎年増加している (図表 I-28)。

図表I-28 派 遣労働者数の推移 (全国)

資料 :厚生労働省 「労働者派遣事業の平成13年度事業報告書」

(7)多 様化の背景

雇用形態の多様化の背景としては、産業構造の変化と労働者派遣法の改正が挙げられる。

こうした背景のもと、事業所側と労働者側のエーズも加わって、多様化が進展したとみら

れる。

まず、産業構造の変化については、産業別就業者割合で製造業の比率が低下しているの

に対し、卸売 ・小売業,サ ービス業等の比率が上昇している。これら産業の非正規従業員

の比率は、先にみたように、製造業に比べると高い。これは、製造業は省力化が可能で、

さらに在庫保有という手段が有るのに対し、卸売 ・小売業,サ ービス業は、製造業ほど省

力化が困難で、労働集約的であり、サービス業等は在庫は持てないために、繁閑に応じて

人の増減で対応しなくてはならないなどの理由により、非正規従業員が増加したとみられ

る。

さらに、サービス業、特に IT技 術の進展により、事務作業のOA化 による業務の定型

化が進み、正規従業員の業務を派遣労働者が代替したためと、一方で、 IT専 門知識を要

求される業務が増加したためである。

事実、派遣労働者の業務内容は、一般労働者派遣では、パソコン操作、文書ファイリン

グ等の事務の定型的な業務が多い。一方、特定労働者派遣では、ソフトウエア、機械設計

などの専門性を求められる業種が多いことからも裏付けられる。

また、労働者派遣事業に関する規制緩和が段階的に実施されたことも派遣労働者の増加に

繁がっている。まず、昭和 61年 に労働者派遣法が施行され、平成 2年 、平成 11年の改正

で派遣業務が拡大し、政令で定める業務を除き自由化され、派遣労働者の増加に寄与した。

(8)事 業所側の要因

以上のような背景のもと、雇用多様化を促進した事業所側の要因としては、労働コスト

の削減と人材確保要求が強まったことがある。このため、先程の 「就業形態の多様化に関

する総合実態調査」で、非正規従業員を雇用する理由に 「人件費の節約」の 61.0%が最も

高く、「景気変動に応じて雇用量を調節するため」が 30.7%などとなっている。つまり、正

規従業員より、賃金が低く、雇用調整が容易な非正規従業員に雇用をシフトさせている。 ま

平成 3年 尾 4 5 8 1命

実数
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た、「専門的業務に対応するため」23,8%、「即戦力・能力のある人材を確保するため!23.7%

と、専門的業務対応の代材や即戦力の有る人材を要求する割合も高いことも、多様化提進

要因の一つに挙げられる (図表 I-29)。

図表 I-29 雇 用形態別非正社員を雇用する理由 (全国、事業所側)

正社員を

確保でき

ない

正社員を
重要業務
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専門業務
に対応

Rp戦力人
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用工の調
鯨

長時間宮
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,ト

仕事の繁
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臨時的業
務量の変
化に対応

代件費都

約 鞠)1畳景穐
4
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出向社員

116

75

102

93

199

81

1 5 8

11  5

9 1

i 4 6

1 2 2

6 6

1 4 2

2 34 6

1 3 3

1 0 6

1 4 2

40 7

3i 0

一２９
中
庁
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資料 :厚生労働省 「平成11年就業形態の多様化に関する総合実態調査」

(9)労 働者側の要因

労働者側の要因としては、「就業形態の多様化に関する総合実態調査」でみると、「家計

の補助、学費等を得るため」34.2%、 「自分の都合の良い時間に働けるから」32.8%、 「通

勤時間が短いから」30.5%となっており、経済的余裕と時間的余裕の両者を選好している

(図表 I-30)。

図表I-30 雇 用形態別非正社員の現在の就業形態に就いた理由 (全国)
t%)
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資料 !厚生労働省 「平成11年就業形態の多様化に関する総合実態調査」

注 t出向社員は除く。

これを就業形態別にみると短時間パー トでは、「自分の都合の良い時間に働けるから」

43.9%、 「家計の補助、学費等を得るため」41.2%、 「家庭生活や他の活動と両立しやすい

から」36.0%、その他のパートでは 「家計の補助、学費等を得るため」32.3%、「通勤時間

が短いから」31.4%、派遣労lEIJ者では 「正社員として働ける会社がなかつたから」29.1%、

「組織に縛られないから」26.8%、 また、契約社員では 「専門的な資格 ・技能が生かせる

から」37。1%な どが高い割合となっている。

また、現在の就業形態の継続意志をみると、「現在の就業状態を続けたい」が 76.1%と極

めて高い (図表 I-31)。

図表I-31 雇 用形態別非正社員の今後の希望 (全国)
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資料 t厚生労働省 「平成11年就業形態の多様化に関する総合実態調査」
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5.最近の雇用動向

明るい兆しの出てきた最近の雇用情勢

全国の最近の雇用情勢をみると、平成 14年の有効求人倍率は 0.54倍、新規求人倍率は

0.93倍で前年をそれぞれ、0.05ポイント、0.08ポイント下回つたが、14年後半頃から緩

やかに回復基調となり、有効求人倍率は 15年 1月から0,6倍台で推移し、新規も
一進一退

ながらも1倍台近傍を推移するなど、上昇に転じた。

平成 15年 9月 の有効求人倍率は 0.66倍と4か 月連続の上昇となった。また、新規求人

倍率をみると、1.09倍と 13年 2月以来の高水準となった。新規求人の内訳をみると、パ
ー

トが甫1年同月比 15.6%増、パー ト以外も 19,0%増、業種も金融保険業以外が大幅に増加し

ており、回復基調である。

このように、最近の雇用環境は改善方向に向かっている。ただ、業種別にみるとややば

らつきがみられる。

主要産業別に新規求人数をみると、建設業は9月 は前年同月比 8.7%増と増加したものの、

8月 までは 1%台 の低い伸びにとどまっている。一方、サービス業は9月 は 27.8%増で 2

けたの伸びが続いている。このうち、情報サービス業等は 40.5%増と大幅な増加となって

おり、日本の産業構造の変化を表している点で注目される。また、卸売 ・小売業,飲食店、

運輸 ・通信と製造業では、求人内容がやや異なる。前者がパー ト求人の増加幅が大きいの

に対し、後者はパー トを除く求人が大きい。前者は相対的に専門技能を求められる度合い

が低い業種であることが、パートヘの依存度を高めているとみられる。

また、失業率をみると、平成 14年の完全失業率は 5.4%と前年を 0.4ポイント上回り、

15年 3月 、4月 には 5.8%となったが、 5月 以降低下し、 9月 には 5.2%となった。

大阪の状況をみると、平成 14年の有効求人倍率は 0.46倍、新規求人倍率は 0.80倍で前

年をそれぞれ、0.04ポイント、0.08ポイント下回つたが、14年年末から上昇に転じ、9月

の有効求人倍率(季節調整値)は前月比 0.03ポイント上昇の 0.62倍、新規求人倍率は前月

比 0.08ポイント上昇の 1.03倍と、一進一退ながらも雇用は緩やかな回復基調となってい

る。

主要産業別に9月の新規求人数をみると、新規求人数は「サービス業」で 15か月連続、「製

造業」で 13か月連続、「卸売 ・小売業,飲 食店」で 9か 月連続増加している状況にあり、9月

は前年同月比 26.9%増と大幅に増加した。特に、ここ数年の新規求人の産業別占有率をみ

ると、「請負業・派遣業求人」が主体の「サービス業」で約半数を占める状況にある。
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正.調 査結果の概要

1,調 査の概要

・アンケート調査

(第一次調査)

○調査対象 :大阪府内に立地する人材派遣業、人材紹介業事業所 2000社に対し、郵送自

記式のアンケート調査を実施。

(第二次調査)

○調査対象 :第一次調査対象事業所のうち、未回収の事業所 500社に対し、第
一次と同

一のアンケート調査を実施。

①回収率 :有効回答数 295、 有効回答率 (未着返送数82)15,4%。

・ヒアリング調査

○アンケート調査作成のため、人材派遣業事業所、(社)日 本人材派遣協会、
一般企業に

対して事前ヒアリングを実施。

○アンケート回答企業に対して適宜、ヒアリング調査を実施。

2.回 答企業の概要

アンケート回答企業の業種構成を見ると、最も主要な事業別で人材派遣業 〔
一般派遣〕(以

下、一般派遣業)が 47%と 半数近くを占め、ついで人材派遣業 〔特定派遣〕(以下、特定派

遣業)29%、 人材紹介業 〔一般紹介型〕(以下、
一般紹介業)17%、 その他 7%の 構成とな

っている (図表正-1)。

図表 E-1 回 答企業の主要事業
一 騨 派 情 革 些 128(434)

岸庁派 遣事 業

一般 紹 介事 業

ヘ ドハンテイング型人材紹介事業 8

紹介予定派遣事業

アウトプレースメント事業 9

ただ、回答企業の多くは、一般派遣と人材紹介、特定派遣など複数の事業を行っている。

そこで、複数回答による業種ごとの事業割合を見ると、
一般派遣事業と特定派遣事業は、

それぞれ 51%、32%と主要業種の構成と大きな差はないが、人材紹介事業は 39%にのばり、

それらを含む総合的な人材サービス業も 21%と主要な業種に比べて高い割合となっている

(図表正-2)。 人材派遣事業を主要な事業とする多くの企業が人材紹介事業やその他の人

材サービス事業を兼業していることを示している。つまり、特定派遣業や
一般紹介業を事

業の主体とする企業が専業で事業を行う企業が多くを占めるのに対して、
一般派遣を事業

の主体とする企業では人材紹介を兼業、さらに、総合的な人材サ
ービスヘと事業を多角化

させる企業が多く、一般派遣から人材ニ
ーズの変化に応じた多様な事業展開を進めている
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ことがわかる。

注 :複数回答

次に、人材サービス業の主要顧客をみると、規模別では
一般紹介業を主体とする企業で

ヤよ 40%が 「中小企業」を主要顧客としており、不足する人材を確保するために、中小企業

が人材紹介サービスを活用していることがわかる (図表Ⅱ-3)。 他方、
一般派遣業と特定

派遣業では 「大企業」を主要顧客とする企業が最も多く、人材派遣サ
ービスを活用して人

件費コストの削減を図る企業が、大企業に多いことを示している。ただ、「
一般派遣業どや

特定派遣業では 「中小規模」や 「中堅企業」を主要顧客とする企業も
一定割合に達してお

り、規模に関わらず、より広範な企業が人材派遣を活用しているといえよう。

図表H-3 主 要顧客の特徴 (規模) 単位 企 業 %

中小婦樽 中堅企業 大企業

ベンャ
ー
企

業 特徴なし 計
一般派遣事業 28(224) 240) 39(31.2) 1 ( 0 8 ) 27(216) 000)

特定派遣事業 20(26.3) 4 0( 0 0) 0(lR 2
一 冊 紹 介 車 整 17(378)

その他 2(11.8) 5 5(294) 1 ( 5 9 ) 4(235)

また、顧客の業種別にみると、派遣業、紹介業ともに 「サービス業」を主要顧客業種と

する割合が高く、サービス業において人材ニーズの変化に応じて人材サービスの活用が進

んでいることをあらわしている (図表正-4)。 次いで、「製造業」も主要顧客業種として

2害J近くを占めており、近年、製造業の空洞化が進展し、価格競争が激化する中で間接部

門を中心に人材のアウトソーシングが進むとともに、事業展開など新たな人材の確保にお

いて人材紹介業の活用が進んでいるものと考えられる。

図表Ⅱ-4 主 要顧客の特徴 (業種) 単位 : ヽ %

建設業 製造業 t l l ・′1、芋 警 サービス業 特徴たし 計
一 紺 派 滑 喜 喜 8(64 23(184 44(31 2) 36(2818) 000)

件庁派遣事業 b(6 r 14(187) 3(4,0) 54`7) 12(16.0) 7 00.0)
一般紹介事業 0(00) 2 48 8) 10(283

その他 0(00) 6(35.3) 1(59) 4(23 5) 7

次に、派遣または紹介する人材の主要な職種をみると、一般派遣業では 「事務 ・総務」

関連職種を主要な対象とする企業が 57%に達しており、ファイリングをはじめとする事務

補助的な職種というイメージがある一般派遣業の特質を表す結果となっている (図表Ⅱ―

5)。ただ、一般派遣においても 「専門 ・技術」関連職種を主要な対象とする企業が 3割に

達しており、SE他 の専門職や技術職に的を絞った派遣事業を行っている企業がみられる。

つまり、従来、固定費としての人件費の変動費化を図る対象として、間接的業務のうちの

補助的職務を中心に進んでいたイメージのある人材派遣の活用において、重要ではあるが

回答企業の実施業種

116(408)
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一時的 ・短期的に必要となる専門知識や技術など自社に不足する要素のアウトソ
ースから

の補完として、あるい|ま事業再構築による基幹業務以外の見通しの手段として人材派遣の

活用が進んでいることを表しているといえよう。

図表 エー 5 主 要な派遣 口紹介職種

経営管理 総 務 ・喜 蒋 専門 ・技術 特徴なし 一計

事 業 2(16) 70(565) 39(315) 13(10.5)

特 官 1(13) 54(720) 3(4`0)

9(214) 7(167) (50 0) S(119)

その他 5(278) 5(278) 3(167 5(2748)

さらに、特定派遣業をみると、「専門 ・技術」関連職種が 7割 にのばり、自社の正社員と

して専門職 ・技術職を抱え、企業の専門的な人材ニーズに応える特定派遣事業の特色を表

している。特に、特定派遣業ではSEの 派遣を主体とする企業が 29%に達しているが、こ

れは、企業の情報化においてシステムのメンテナンスなど高い専門性を持った人材を自社

内で確保養成することが難しいために、システム開発やソフト開発を専門に行う企業が自

社の人材を派遣することを事業化するケースが多くなっているためである。

一般紹介事業においては、「専門 ・技術」関連職種が半数近くを占め、「経営管理」関連職

種も 23%と他の業種に比べると割合が高くなっている。専門技術や経営管理など属人的な

キャリアが必要な即戦力の人材を確保するために企業が人材紹介業を活用しているといえ

よう。

3.人 材サービス業の置かれた状況

(1)求 職者数、顧客企業の推移

人材サービス業への求職者の登録状況は、特定派遣業の場合は自社正社員の派遣が中心と

なるために、「横ばい」が多数を占めているものの、一般派遣業、人材紹介業ともに過半数

の企業が 「増加傾向」としている (図表Ⅱ-6)。 労働需給が大幅に緩和し、正社員を中心

とした企業の人員スリム化が進む中で、人材サービス業に対する求職者のアクセスが増加

していることを示しているといえよう。

図表エー6 求 職者 (登録者)数 の変化 (単位i企業数、%)

減少傾向 精ばい 増加傾向 許

一般派遣事業 1 0 ( 8 0 ) 47(376)

置 9(161) 3 2 ( 5 7 1 ) 268) 000)

(196) 8(17.4) 000)

その他 25 0) 8 500) 1 6 00 0

次に、顧客企業の推移をみると、
一般派遣では 「増加傾向」が 44%と多く、正社員や回

定的人件費の削減の動きが進展する中で、
一般派遣事業を利用する企業が増加しているこ

とを反映している (図表Ⅱ-7)。 また、他方で、
一般紹介業においても 「増加傾向」が 56%

に達しており、自社に不足する人材を人材紹介サ
ービスを利用して確保しようとする企業

も増えていることを表している。特定派遣においても、「減少傾向」に比べて 「増加傾向」
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が 12%ポ イント上回るなど、人材サービス全体に需要が拡大していることを表している。

上記の顧客企業の増加傾向の結果、人材派遣や人材紹介の実績も着実に増加しており、実

績が 「増加傾向」にある企業が、
一般派遣で 61%、

一般紹介で 50%に 達している (図表 H

-8)。

図表 E-7 顧 客企業数の変化 (

精 ↓ずい 簿 力B傾 向 計
一 膳 派 信 尋 華 112) 56(448) 55(440)

特定派遣事業 12(164) 40(548) 2 1 ( 2 8 4 8 )
一 惜 紹 卜軍 華 8(174) 10(217) 28(609)

その冶li 7(389)

以上のように、人材サービス業を取り巻く市場は拡大傾向にあるとはいえ、人材の派遣 ・

紹介単価をみると、「上昇傾向」との回答は、いずれの業種においても 10%未満と少なく、

昨今の企業の人件費抑制とコスト削減姿勢の強まりを反映している (図表Ⅱ-9)。 特に、

顧客企業が 「増加傾向」とする回答割合が最も高かった一般派遣業において、派遣単価が

「下落傾向」との回答が 6割 を超えるなど高くなっている。これは、一方で次に見るよう

に人材派遣事業者間の競争の結果でもあるが、他方で、後に見るように (図表Ⅱ-19参 照)

企業の人材に対するコスト削減姿勢が強まっており、さらに、一般派遣が主要対象とする

「事務 。総務」部門の合理化、低コスト化の動きが強まっていることを反映しているとい

えよう。また、「特定派遣業」においても 「下落傾向」が過半数に達しており、企業のアウ

トソーシングに対するコスト引き下げ姿勢も強いことがわかる。

図表正-9 派 遣 ・紹介単価の変化 単位 :企業数、%

下落傾向 横ばい 畢 傾 向 計

一 惜 旅 情 喜 撃 75(60 0)

件念派遣事当 39(53 4) 7 1

一 冊 紹 介 軍 7(170) 5 8 7 )

その他 9(529) 8 1 7

また、一般紹介業でも 「下落傾向」が 「上昇傾向」を大きく上回つており、人材派遣業と

同様の傾向が確認できるが、「横ばい」が5割に達するなど、人材派遣に比べて単価引き下

げの動きはそれほど大きなものにはなってない。

(2)人 材サービス業にみる事業特性

(人材サービス業が重視する条件)

回答企業が事業においてどのようなことを重視しているかをみると、いずれの業種におい

ても 「質の高い登録者 (求職者)の 確保」と 「登録者 (求職者)の 質の維持 ・向上」を重

視する企業が多くなっている (図表Ⅱ-10)。人材サービス業の本質がより質のよい人的資

源の提供にある以上、人材の量的確保よりも質の高い人材の確保と確保した人材の質の維

持 ・向上を重視することは当然といえよう。

口紹介実績の変化

14(194) 72(1000)

11(244) 25(55.6) 45(1000)
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図表正-10 人 材サービス業が重視する要素

登録者の
員的確保

質の高い

登録者の

確保

登録者の

質の維
持 ・向上

対応業
種 ・職種
の絞込み

願客企業
の量的確
保

顧客企業
の業種絞
込み

派遣 ・紹
介価格

派遣 ・紹
介スピー

ド

(求職
者)へ の
キ_デ 7

へのサー

ビスの充
生

4 e r14 23 40F
特定派遣事 業 3 1 39 37g

4 4 2 R OA 4

子 の和 37: 4 17: 147 R R ,i 3 8 4 30
計 7F 3 7 R9r

【れ中和

日
ネ
テ
鐘

雀
ン
ス
膜

仕
ビ

シ
の

日
の
ス
人

自社独自
のノウハ
ウの蓄積

兵未樫多
入状況や
同業他社
r7b輸市

顧各C実
の業界動
向や経営
輸 甫

雇用 ・労
働施策の

動向

317 351

426

46呂 R Oβ

87, R Rワ 377

注 ,1(か なり軽視)～ 5(か なり重視)の 平均値

ただ、対象とする人材の職種に関して、「一般派遣業」では職種の絞込みを重視する企業

が比較的少ないのに比べて、「特定派遣業」と 「一般紹介業」では提供できる職種の絞込み

を重視する度合いが強くなっている。こういった業種では、特定の職種に特化して高い専

門性を強みとすることで事業の競争力を確保している企業が多いといえよう。これに対し/

て顧客企業の業種の絞込みは派遣 (紹介)職 種の絞込みほど度合いが強くなく、派遣 (紹

介)で きる職種のエーズがあれば、その企業の業種に対するこだわりはそれほど強くはな

く、むしろ顧客の量的な確保が重要視されている。

また、人材の質の確保に次いで、「顧客企業への派遣 (紹介)ス ピー ド」を重視する度合

いも強く、顧客となる企業の人材ニーズの変化への即応を人材サービス業が重視している

ことがわかる。それだけ、顧客となる企業にとって、人的ニーズの変化に応じた即戦力と

しての人材の確保が重要であることを示しているといえよう。

そのほか、いずれの業種においても 「顧客企業へのサービスの充実」の度合いが高くなっ

ており、人材サービス業に対する需要が拡大しているとはいえ、価格に対する競争が激し

くなるなど同業者間の競争も激しくなっており、顧客企業へのサービスを重視することに

よって、顧客を確保 ・開拓しようという企業が多いことを反映している。

(人材や顧客へのフォ回一、サービスの状況)

次に、人材サービス業における人材への教育 'カウンセリングや顧客への提案の実施状況

をみると、「登録者 (求職者)に 対する事前のカウンセリング」や 「派遣 (紹介)中 のカウ

ンセリング」を実践している企業が多い (図表Ⅱ-11)。そして、「派遣 (紹介)後 のカウ

ンセリング」は事前、派遣 (紹介)中 に比べて実施する企業が少ないものの、この派遣 (紹

介)後 も含めて人材に対する教育よりもカウンセリングを実施する企業が多くを占めてい

る。

図表エー11 人材サービス業が実施する内容

(求職者)
に対する
事前カウ

(求職
者)に 対
する事前
姉 吉

派遣 (紹
介)中 の
カウンセ
リング

派遣 (紹
介)中 の

教育的巾カウ

派遣 (紹
介)後 の
教育

からの各
種情報の
フィー ド
バ、ヽ′カ

への派遣
(紹介)
に関する
揮 安

顧客企業
への人事
戦略に関
する提案

37 3 1

特定派遣事 業 331 3 27:
一般紹介事 業 37【 3 78

そ の他 37t 3 1

計 392 33( 297 丹 7 〔

注 :1(全 くしていない)～ 5(常 に実践)の 平均値

-26-



つまり、人材に対する教育を実施する企業よりもカウンセリングを重視する企業が多く、

人材の育成もさることながら、より適正な人材と企業とのマッチングに注力する企業が多

いことを表している。その結果、企業と人材のマッチングを図る上で重要となる顧客企業

からの情報のフィードバックを実施する企業も多くなっている。

また、顧客企業への提案においては、顧客企業の人事戦略にまで突っ込んだ提案を行う企

業は少ないものの、人材の派遣 (紹介)に 関わる提案を実施する企業も多く、営業が人材

サービス業の重要な要素であることがわかる。

4.人 材サービス業に見る雇用就労条件の変化と求職者 ・求人企業への視点

(1)人 材サービス業にみる就労条件変化

(人材サービス業の顧客企業特性)

企業による人材派遣業の利用は、自社に不足する人材を補う目的で行われる場合もあるが、

必要な人材を必要なときに確保できることが人材派遣業を活用するメリットであり、季節

や受注の波など事業の変動に適応し、人件費コストを削減するために、自社に抱えていた

人材から、人的資源の外部化を図り必要に応じて調達することを目的に行われることが多

い。

そこで、人材派遣業の主要な顧客企業の規模をみると、「一般派遣業」「特定派遣業」と

もに、「大企業」を主要顧客とする企業が多数を占めている (図表Ⅱ-12)。人材のアウト

ソーシングによる人材活用のスリム化 ・効率化が大手企業を中心に進んでいることを表し

ている。

他方で、「人材紹介業」の主要顧客の企業規模をみると、「中小企業」とする企業が多く

を占めている。中小企業が 「人材紹介業を活用する理由としては、以下のような要因が考

えられる。

・環境変化に対する事業展開の中で即戦力の人材が必要となっている
。若手の人材確保が難しく人材を社内で教育 ・育成していくことが難しくなっている。
・大手企業に比べて、中高年者の中途採用への抵抗が少ない

・企業の知名度が低く、人材が集まらない

・公的職業紹介では、よい人材を紹介してもらえない

つまり、中小企業においては、人的資源が乏しい中で、激しい事業環境変化に適応して

いくために、自社内の人材で新たな事業局面に対応していくことが難しく、即戦力として

の人材を人材紹介業に求めることが多いといえよう。

以上の、人材派遣業では大手を中心に、人材紹介業では中小を中心に利用が進んでいる

実績の大きい企業規模
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状況は、現在それぞれの利用が伸びている企業規模をみても確認できる (図表正
-13)。他

方で、現在利用が減少iンている企業規模をみると、人材派遣業、人材紹介業ともに 「どち

らともいえない」が多数をしめ、特にどの企業規模においても派還実績が目立って減少し

ている状況は認められない (図表Ⅱ-14)。つまり、業種による特色はあるものの、人材サ

ービス業に対する需要が産業全般に拡大していることを反映している。新卒正社員中心、

人材の社内育成、内部労働市場中心といった日本の労働市場の特色が大きく変容し、人的

資源のアウトツーシングと外部労働市場への企業 ・産業の依存度が高まっていることを示

すものといえよう。

図表Ⅱ-13 最 も派遣 (紹介)実 績が伸びている企業規模  (単 位:企業数、%)

中小企業 中堅企業 大企業
ベンチャー

企業

こううぐモ
ない ・わカ
らない

計

15(127) 28(237) 32(27 1 ) 3(25) 40(33 9 118(1006)

特定派遣 事 業 6(103) 26(448) 0(00) 16(276) 58(1000)

2(293) 9(220) 4(98) 1(24) て,nti0 )

子 の n l J 4(286 7(R0 6) 0(00) 1(7

図表正-14 最 も派遣 (紹介)実 績が減少している企業規模 (単位i企業数、%)

中小企業 中堅企業 大企業
ベンチャー

企業

こつり Cめ
ない 。わか
らない

計

29(271) 1(09) 7(439)

9 176) 11(216) 1(20) (412)

7 3(77) 7(179) 1(26) (538) 00 0

その41t 7 (77) 2(154) 0(00) 000

次に、人材サービス業の顧客を業種別にみると、「
一般派遣業」「特定派遣業」「職業紹介

業」ともに、「サービス業」を最大の顧客業種とする企業が高い害j合を占めている (図表Ⅱ

-15)。産業のサービス化が進み、産業に占めるサ
ービス業のウェイ トが高まる中で、多様

な人材を求めるサービス業による人材サ
ービス業の活用が進んでいるといえよう。

ただ、「一般派遣」では、「どちらともいえない。わからない」も3割 を超えており、業種

に関わらず広く 「一般派遣業」の活用が進んでいることを反映している。他方、「特定派遣

業」「人材紹介業」では、「サービス業」を主力とする企業がほぼ半数を占めるほか、「製造

業」もおよそ 3割 を占めている。「サービス業」ばかりでなく 「製造業」においても特定派

遣を利用した外部人材の活用と人材紹介による即戦力人材の確保を図ろうとする状況がみ

られる。また、顧客として減少している業種では、顧客規模と同様に 「どちらともいえな

い ・わからない」が大半を占めており、特に減少が著しい業種はみられないことから、人

材サービスの活用が何れの業種でも進んでいる状況を確認できる (図表Ⅱ-16)。

実績の大きい業種
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最も派遣 (紹介)実 績が減少している業種 (
こ う り ぐわ

ない。わか

67(650)

29(617)

19(576)

(人材サービス業における派遣 ・紹介職種)

「一般派遣業」の主要派遣職種をみると、「その他事務職」が他の職種に比べて特に多く、

ファイリングなど問接部門の雑務を多くの企業が積極的にアウトツーシングしている状況

を反映するとともに、一般派遣におけるファイリングその他補助的な職種が主要な対象と

なっているという印象と合致する結果となっている (図表正-17)。

図表Ⅱ-17 最 も派遣 (紹介)実 績の大きい職種 単位 :企 業数 、 %

准 宮 有
・
准

営 臓 管理職 経営企画 営業 経理 `財務 人事 ・総務

0(00) 0(0 0) 0(00) 9(73) 8(65) 1(08)

特 庁派遣事 業 0(00) 0(00) 1(14) 1(14) 6(87) 0(00)

1(26) 5(128) 1(26) 6(154) 0(00)

そ の他 0(00) 3(188) n`oo) 21) 0(00)

その他事務
職

研究開発
その他専門
職

ない。わか
られい

計

を31 4 30(244) 13(106)

6(87) 19(275) 24(348) 4(58)

3(7.7) 1(26) 0(00) 000

1(63) 0(00) 5(313) |`6 1)

ただ、一般派遣の 「その他の事務職」を除くと、何れの職種も 「その他の専門職」の割

合が最も高くなっている。事業環境が激しく変化する厳しい経済情勢の中、企業の環境変

化への適応や事業展開のために、専門的職能を持った人材エーズが高まっており、派遣に

よる外部資源としても紹介による自社資源としても、人材サービス業に対する専門人材ニ

ーズが高まっているものと考えられる。また、「特定派遣業」に特徴的な職種としてSEを

はじめとする情報化のための人材が上げられるが、「特定派遣業」の中でSE派 遣を主力と

する企業が 27.5%と高い割合を占めており、産業の情報化が急速に進む中で、短期的 ・
一

時的に人材ニーズが高まる企業の情報化への対応にとって、「特定派遣業」の活用が進んで

いることがわかる。

ただ、現在最も伸びている派遣 ・紹介職種をみると、いずれの業種も 「その他の専門職」

の割合が高く、専門性の高い多様な職種の確保を、人材サービス業を通じておこなう企業

が増加していることがわかる (図表エー18)。ちなみに、アンケー ト調査の回答からこうし

た職種を拾ってみると、特定派遣による職種としては、SEが 最も多いが、そのほかにも

医師、薬剤師、看護士、介護スタッフ、アパレル関連、宿泊サ
ービス関連など派遣職種が

多岐にわたっていることが確認できた。
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最も派遣 (紹介)実 績が伸びている職種

こうした専門職に関する人材サービスが拡大する背景には、企業が聞接的 出補助的な業

務ばかりでなく、事業の基幹に関わる業務に関しても人材のスリム化を通じた人件費コス

トの削減や固定費である人件費の変動費化を図って、事業の繁閑等の人的な必要量の変化

に対応しようとする企業が増加し、その中で外部から即戦力としての人材を必要に応じて

確保しようとする姿勢を強める企業が多くなっているものと考えられる。

(2)人 材サービス業にみる求人企業への視点

(求人企業の人材に対する意識と人材活用傾向)

人材サービス業は、顧客企業がどういった人材を求めていると考えているのであろうか。

まず、回答企業の属性ごとの特徴として、一般紹介業では、紹介する人材の多くが顧客企

業にとって正社員として将来的に事業の中核を担うことが期待されることが多いため 「特

に若い人材を求めている」「高い業績貢献を期待している」との回答傾向が強く表れている

(図表Ⅱ-19)。また、一般派遣業では、派遣した人材が派遣先企業の中で業務の補助的な

役割を果たすことが期待されることから 「特に協調性を求めている」との回答傾向が強く

みられる結果となっている。

図表正-19 惑客企業の傾向

り多い)の 平

さらに、顧客企業が求める人材への条件として、共通して 「業務遂行力」「スキル ・専門

性」「職歴や経験」「人的コスト抑制」を求める傾向が強く表れている。企業は人材に対し

て業務遂行やスキル、専門性といった属人的な能力や職歴 ・経験など実践的な能力 ・経験

を重視する傾向が強くみられ、いわば 「即戦力」としての能力を重視していることがわか

ない。わか
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る。その一方で 「人件費コストを抑えたい」という人材に対するコスト意識も強く表れて

いる。いわば、人材に対する条件として企業は、即戦力という主要な資源として捉える
一

方で、人的コストという経費的側面で人材を捉えようとする姿勢をも合わせて示している、

といえよう。

他方で、以上のような項目に比べて、「組織活性化を期待」や 「コア人材とそれ以外の人

材の峻別ができている」「コア人材を社内で育てている」「求めている人材像が明確」「人材

が企業価値を生み出すと考えている」といった条件に対しては相対的には高い傾向は認め

られない。つまり、企業の多くは即戦力として実践的な人材は求めているものの、事業に

とっての長期的、普遍的な資源として、企業価値の源泉として人的資源を位置付けようと

する企業は比較的少ないと、人材サービス業の眼には映っている。企業にとって、あるい

は事業にとって必要となる明確な人材像を描き、組織の中枢となる人材を自ら育成しよう

とする企業が余り多くはないのではなかろうか。

以上のような、企業が人材に求める条件は、顧客企業の人材サービス企業への相談、改

善要望の内容にも表れている。つまり、「業務遂行能力に関すること」「スキル ・専門性に

関すること」という直接的な業務遂行に関わる要望や相談の傾向が強く表れ、むしろ 「人

間関係や風土に関すること」「キャリアアップに関すること」など企業への定着や人の育成

といった人材の資源としての育成 ・強化に関わる傾向は余り明確には表れてはいない (図

表Ⅱ-20)。

(雇用に対する企業の取り組み状況)

顧客企業の雇用対策への取り組み状況を見ると、雇用対策としての取り組みや検討内容

として、人材サービス業の評価が高いものは、「正社員から非正社員への置換え」「正規 ・

非正規を問わずrFE用を減らしているJで あり、顧客企業が人員の削減やパー ト、アルバイ

ト、派遣の活用によって雇用のリストラに積極的な姿勢を持っているとの評価を示してい

る (図表正-21)。

図表Ⅱ-20 顧 客企業からの相談、改善要望

(かなり多い)
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介)社 員
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介)社 員
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行能力に
関するこ

介)社 員
のスキ
ル ・専門
性に関す

介)社 員
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アアップ
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図表Ⅱ-21 新 雇用システムヘの企業の対応
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注 : 1 (全 い)～ 5(か なり感じる)の 平均値

これに対して、「ワークシェアリング」や 「ジョブシェアリング」「再雇用制度」の取り

組みに対する評価は低くなっている。就労者の年齢構成が上昇し、失業者数が恒常的に増

加する状況の中で、ワークシェアリング、ジョブシェアリング、再雇用制度といった新た

な雇用システムに対する注目が高くなっているが、企業の多くはこういった新しい雇用制

の導入には必ずしも積極的ではない状況を表しているといえよう。

不況の長期化による産業の閉塞感が増している状況の中で、その状況を脱するために企

業が必ずしも人材を資源として活用し、事業の展開 。発展に向かおうとはしていない。む

しろ、人材を固定的なコス ト要因と捉え、そのスリム化 ・効率化による限前の状況への対

応に終始する姿勢を強めているのではなかろうか。

こうした中で、「紹介予定派遣」の検討 ・実施に対する評価が幾分高くなっており、企業

が人材のスリム化、効率化を図り、即戦力としての人材を求めようとする傾向が強くなる

中で、必要な人材の確保を人材の能力 ・適性をじっくり見極めた上で行おうとする企業が

現れてきているものと判断できよう。

(3)人 材サービス業にみる求職者への視点

(求職者、派遣登録者のエーズ)

職を求める側は就労に関してどのようなニ
ーズを持っているのであろうか。人材サ

ービ

ス業における登録者 (求職者)か らの相談内容から推測してみよう (図表正
-22)。

図表]-22 登 録者 (求職者)か らの相談、改善要望

(かなり多い)
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全体としてみると、「給与・報酬面に関すること」「業務内容に関することどの相談、改善

要望が強く表れており、就労希望者のエーズが給与や職務内容といった基本的な要素で高

いことがわかる。

ただ、「特定派遣中心」の企業においては中心となる人材は基本的に自社の社員であるた

めに、他の業種に比べて全般的に低い割合となっている。そこで、「一般派遣業」と 「一般

紹介業」について比べてみると、「一般紹介業」の場合は正社員としての待遇を求める人材

が中心となるのに対して、「一般派遣業」の場合は、正社員としての就労を望みながら雇用

機会が無くやむを得ず派遣に登録している場合もあるとはいえ、第 I章の統計 (図表 30参

照)に も示されているように、自らの生活スタイルや生活条件にあわせて就労する人材も

多いことから、全ての項目で 「人材紹介中フい」における人材からのエーズが強く表れる結

果となっていると考えられる。

ただ、それぞれの業種ごとにニーズの違いを見ると、「一般派遣業」では、「給与 ・報酬面

に関すること」「業務内容に関すること」と並んで 「人間関係や企業風土に関すること」や

「労働環境 ・作業環境に関すること」があげられており、職務そのものや客観的な勤務条

件と並んで職務に関わる主観的な内容への欲求が強く表れている。これに対して 「一般紹

介業」では、「労働時間に関すること」「給与に関すること」「業務内容に関すること」など

の基本的な就労条件に加えて 「自身のスキルアップに関すること」や 「自身のキャリアア

ップに関すること」も多く、当面の条件に加えて、長期的な雇用条件の改善に関心が高く、

自身の将来的な能力向上に関わる内容への欲求が強いことがわかる。

ただ、「一般紹介業」における人材の相談 ・改善要望においても 「労働時間に関すること」

と 「給与に関すること」に対する要望が特に強く自身のキャリアアップやスキルアップに

対する要望はそれらに比べると低く表れている。多くの人材が長期的な能力向上による着

実な就労条件の改善もさることながら、労働時間や給与 ・報酬といった当面の勤務条件を

強く意識していることがわかる。

(企業に求められる人材の特性)

企業が求める人材の条件を探るために、人材サービス業によって派遣・紹介が容易な人材

と難しい人材の特質を抽出してみた (図表正-23、 24)。
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図表Ⅱ-23-1

図表正-24 派 遣 ・紹介人材の傾向

登録者 (求職者)の 傾向 (派遣、紹介が容易な人材)
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まず、容易に派遣・紹介ができる人材の条件をみると、「スキル・専門性を持っている」「協

調性を備えている」「就きたい職種を重視している」「求めている職務内容が明確であるJ「職

歴や経験が豊富である」「仕事に対する姿勢が真摯である」「ビジネスマナーを備えている」

といった項目で評価が高くなっている。このうち 「就きたい職種を重視している」を除け

ば働く側の能力や仕事に対する姿勢に関わる項目が多くを占めていることがわかる。

次に、派遣 ・紹介が難しい人材の特質をみると、「賃金などの報酬を重視している」「勤

務地を重視している」「就きたい職種を重視している」「就きたい業種を重視している」「永

続的な勤務を重視している」といった項目への評価が高くなっている。賃金 ・報酬や勤務

地、職種、業種や永続勤務への希望など、仕事に関する条件が上位にあがっており、働く

側本人の能力や姿勢に関わる項目は低い評価となっている。つまり、当然の結果ではある

が、要求する勤務条件に働く側の能力や労働姿勢が伴わない場合には、職を確保すること

が難しいといえよう。

また、先の容易に派遣 ・紹介ができる人材の条件、派遣 ・紹介が困難な人材の条件とも

に、こうした傾向は 「一般派遣中心」「特定派遣中心」「人材紹介中心」のいずれの企業の

人材に対する評価でもほとんど差は兄られない。そこで、容易に派遣 ・紹介ができる人材

の条件、派遣 ・紹介が困難な人材の条件を比較してみよう。両者で差の大きな項目を挙げ

てみると、「スキル・専門性を持っている」「協調性を備えている」「職歴や経験が豊富であ

る」「仕事に対する姿勢が真摯である」「ビジネスマナーを備えている」「自らを高める努力

をしている」で、前者の評価が後者の評価を大きく_生回つている。

つまり、派遣による一時的な人材の需要であれ、紹介による正社員の雇用であれ、企業

側が求める人材の要件として、職務に携わる上で重要なスキル ・専門性や職歴 ・経験ばか

りでなく、協調性や仕事に対する姿勢、ビジネスマナーなど人間性に関わる条件が重視さ

れていることが改めて確認できる。

さらに、派遣 ・紹介が困難な人材に対する特徴として評価が上回つている項目を挙げる

と 「賃金などの報酬を重視している」「勤務地を重視している」「賃金以外の福利厚生等を

重視している」「企業のブランド・イメージを重視している」等となっている。職につくこ

とがより困難となる要因として、勤務条件や企業の条件を必要以上に重視することがある

といえよう。

(4)調 査結果より抽出された課題の整理

以上、人材サービス業に対するアンケー ト調査をもとに、人材サービス業を通して企業

の人材に対するエーズと活用の傾向と仕事を求める側の仕事に対する姿勢とニーズの傾向

をもとに、労働需給のミスマッチをめく
｀
る状況について検討してきたが、以下にこれまで

の検討内容にいて整理してみよう。

まず、人材サービス業が置かれた状況をまとめると、「一般派遣業J「特定派遣業」「一般

案紹介業」のいずれの業種においても登録者数、顧客企業数、派遣 (紹介)者 実績ともに

増加傾向にある。また、顧客企業の業種ではいずれも 「サービス業」が主要顧客であるが、

現状の伸び率では 「どちらともいえない」の割合が高くなっている。
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つまり、産業を取り巻く経済環境が厳しさを増す中で、産業に占めるウェイトを高めて

いるサービス業を中心l~、必要な人材を確保するために人材サービス業の活用が進んでお

り、あらゆる業種に人材サービス業の活用が広がっていることを示している。

また、派遣 ・紹介職種では、「特定派遣業」「一般紹介業」でその他の専門職の派遺、紹

介が多くを占め、特定派遣業、人材紹介業を通じて企業が専門的な人材 ・能力を確保して

いる様子が伺えたが、「一般派遣業」では特徴的な違いが見られた。つまり、「一般派遣業」

における派遣職種では 「その他事務職」を主要派遣職種とする企業が多数を占めているが、

最も伸びている職種では 「その他専門職」が 「その他事務職」を上回つている。一般派遣

の中心が事務補助的な職種の派遣から、より専門性の高い職種に広がっていることを示し

ている。企業の人材のアウトツーシングに対する姿勢が、不況の長期化や競争激化の中で、

人的資源の効率化 ・合理化に向けた姿勢を強めつつ、周辺職種から中フさ職種へ、補助的な

職種からより専門性の高い職種へとアウトソーシングの流れが広がっていることを反映し

ている。

つぎに、企業側の雇用に対する姿勢をみると、正社員から非正社員への置換えや雇用の

削減など雇用に対する姿勢が消極的になる企業が多いと評価できる状況の中で、人材に対

しては、人的コスト抑制の姿勢を強めつつ、業務遂行能力やスキル ・専門性や職歴 ・経験

を重視するなど、即戦力となる要素を重視するようになっている。また、対象が正社員と

なる 「人材紹介業」の評価では若い人材に対して高い業績貢献を求める企業が多いなど、

より直接的な企業経営への貢献を、人材に求める姿勢が強まっていることを示している。

他方で、求職者の意識を、人材紹介業における求職者の改善要望から確認すると、「労働

時間に関すること」や 「給与 ・報酬に関すること」の要望が 「自身のスキルアップに関す

ること」や 「自身のキャリアアップに関すること」よりも強く表れており、企業が求めて

いる職務遂行のための実践的な能力よりも、基本的な労働条件の方に求職者の関心が強く

向けられていることが示されている。

そして、この企業側と求職側におけるニーズのギャップを最も端的に表しているのが、

派遣や紹介における実績の有無別にみた人材の特性の違いである。つまり、派遣 ・紹介実

績のある人材と実績のない人材との特性の差が、働く側と人材を活用する側の求めるもの

のミスマッチの大きな要因となっていると考えられる。先に分析したように、両者の間で

差の大きな項目としては、スキル ・専門性や職歴 ・経験、ビジネスマナー、自己の能力向

上など、仕事に対する能力と仕事に取り組む姿勢の違いが、実績の違いとなって現れてい

ることを改めて確認できる。

企業側が即戦力として、人材に対する職務能力やスキル ・専門性へのエーズを強める中

で、そうした実践的な能力を身につけているか、否かが企業と人材とのマッチングにおい

て重要な要素となっているといえよう。

他方で、「賃金等の報酬重視」「勤務地重視」「賃金以外の福利厚生等の重視」など勤務条

件に対するエーズは実績の無い人材の特性として幾分強く現れている。雇用環境が厳しさ

を増す中で、より良い雇用条件を強く望むことがかえって雇用のマッチングを妨げる要素

とも考えられ、自らの能力やキャリアに応じた雇用条件を十分に考慮することをさらに重

視する必要があるものと考えられる。
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Ill.雇用のミスマッチ解消に向けて

1.ミ スマッチの要因と解消のために必要な条件

では、こうした要素が求められる状況の中で、働く側と人材を求める偵1のミスマッチを

解消していくためには、どのような課題があるのだろうか。

まず、直接には、企業側が求める人材に対するスキル 。専門性、職歴や経験に関するギ

ャップを埋めることが求められよう。ただ、こうした実践的なキャリアやスキル、技術、

専門性などは一定の経験のもとに蓄積されるもので、短期間に形成することは困難である。

また、こうした能力を身につけた即戦力であるベテランの人材に対して、企業は採用に当

たつて年齢による制約を設けることによって問口を狭くしている点が指摘されなければな

らない。

また、即戦力としての人材の外部からの確保と中核人材としての内部での育成のバラン

スが大切だが、事業環境が大きくめまく
｀
るしく変化する状況の中で、企業はアウトソーシ

ングヘの志向を強めるなど、経営のコアとなるべき人材以外では、必要とする人材を外部

に求める傾向も強めているといえよう。

他方で、職を求める側においては、不況の長期化で新規学卒者に対する求人が減少し、

パート、アルバイトが増加するなど、若年者が正社員として雇用される機会が大きく減少

する中で、むしろ、新規学卒者の3年 以内の離職率が高水準で推移している。

こうした状況の背景には、求人数が大幅に減少する中で就職先を選択する余地が大幅に

狭まり、自らが望まない企業や業種 ・職種への就職を余儀なくされている面もあろうが、

他方で、学卒後も正社員として定職につかず、アルバイトで日々の生計を維持しようとす

る、いわゆるフリーターの増加に見られるような、職業に対する若年者の意識の変化も指

摘できる。そして、こうした若年者の職業に対する意識の変化とともに、こうしたフリー

ターやアルバイ トでの就労そのものが、その人材のキャリア形成を妨げる要因となること

が、企業が求める中核人材の層を一層lrL弱なものとしているといえよう。

(若年者中心に入材総合サービスを行うA社 へのヒアリング)

新卒者への就職情報や若年者中心の企業への紹介を行うA社 へのヒアリングによると、

企業の新卒採用が絞られている中で、優良な企業のイメージばかりが先行した情報が氾濫

しているために、個々の企業における業務の特色や職務内容を把握できないままに新卒予

定者が就職活動を行っている。また、多くの新卒者が自己の能力を明確に意識できないま

ま、漠然としてイメージのみで企画や開発の業務を望む傾向があり、企業側が現在営業職

以外の採用をほとんど行っていないこともあり、求人側のエーズと合っていない。その結

果、自らに不相応な企業への就職活動を続けることで、当初は企業への就職意欲を持って

いた人材でも、採用内定を受けることができないまま、就職活動に疲れて意欲を無くして

フリーターになるケースが多く見られる。

フリーターに対して、一時期、第二新卒などといって、一定程度の社会経験を経たうえ

で求職活動を行うことを肯定的にみる意見があったが、企業側は、フリーターに対して企

業での就労には向かない人材と見る傾向があり、一旦、学校を離れて就職せずにフリータ

-37-



一になってしまうと、就職活動を再開しても、条件!ま額端に恐くな■ごとィまうぐ

また、企業サイドは,を年、中間管理職を減らした結民、人材在1'1,く|)(::台てる告裕|,S

なくなっており、特にキャリア忘向を強め、大学新卒者であっても、資格Hャ||など"―るギ

度のキャリアを持つことを重視するようになっている。

これに対して、大学等の教育機関においては、職業意識やキャ!ル
タ
チレ代を確1,とするよう

な考え方を学生に身につけさせるような環境が提供されなくなってお“'、たい人 FヽiF職業

に対する意識は年々乏しくなっている、とのことであった。

そして、既にキャリアを蓄積・形成していることが期待される中高年の人材|こお1 てヽ,よ、

従来の安定的な雇用システムにおいて、キャリア形成を意識することなく、いわゆる抗性

意識の強い人材が多いと思われ、近年の急激な企業の雇用システムの変杏i、 大幅な |'ス

トラの進展の中で、労働市場が求める人材の条件とのギャップが大きくな■ているといえ

よう。

また、年齢とキャリアとの関連からみれば、企業は、一方で若い人材を求めようとし、

他方で即戦力としてのキャリアや経験をも求める傾持3が強くみられる。しかし、特に若い

人材にキャリアの蓄積を求めることは困難であり、むしろ、ない人材に対してiよキャリア

形成のための機会の提供が必要となる。

この点については、先のヒアリングでも指摘されているように、激しく変化する事業環

境に適応していくために、多くの企業が自社で必要な人材の育成を行う余地が少なくなっ

ており、即戦力となる人材を外部に求める傾向が強くなっている面も指摘できよう。即戦

力を重視する企業の中には、厳しい事業環境の中で人員の削減を進め、人的基盤を細らせ

ている企業も多いものと考えられ、そうした企業では、自社内での人材育成機能が低下じ

ていると思われる。自社のコアとなる人材の、自社に固有のニーズや事業特性に応じた人

材育成機能を、企業の内外の資源や人材育成機会を活用していかに高めていくかも合わせ

て考える必要があろう。

また、企業が人材の効率的な確保を図ろうとする姿勢を強めている状況の中では、コア

となる人材の自社による育成と、そうでない人材の企業外部からの確保を明確に区別して

いく必要があるが、コスト削減を追られ、人員のスリム化を進めてきた企業にとって、コ

アとなる人材とそうでない人材の明確な区別ができているかどうかも、企業が人材を有効

に確保 ・活用するうえで重要な条件となろう。

(技術系管理職を中心に人材紹介を行うB社 へのヒアリング)

技術系の専門職を中心に企業への人材紹介や中高年の再就職支援を行うB社 へのヒアリ

ングによれば、企業が求めている人材は新規事業や事業展開に応じて社内で確保できない

コア部分の人材と営業とであるのに対して、失業者には特定の専門に特化したスキルを持

った人材が少なく、特に 50歳代には会社
一筋型で、所属してきた会社に合うようにしか育

てられていない人材が多い。若いときから特定のスキルを積み上げるような努力が必要に

なっているが、そうした人材は少ない。

求人側の年齢による制約は強く、35歳 が大きな壁になっている。海外経験が要る人材で
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も、定年年齢が 60歳である関係から40歳代までが限界となる。

大手企業では、ようやく専門性を育てるための人材育成の方向に向かいつつあるが、現

状では事業環境の変化スピー ドが速すぎるために、人材の養成が造いついていない。特'こ、

事業環境が厳 しくなる中で、人材=コ ス トといった考えが強くなっており、人材を付加価

値を生み出す存在として捉えなくなってきている。また、企業の現場と人学部門とで求め

る人材の条件が異なる場合があり、人事部門の立場で人材を考えてしまっている場合があ

る。

現状は 30歳前後での転職志向が強くなってきているが、現実には転職しても給与が 上が

ることは少なく、基本的にそれまでよりも引き下げらねることの方が多い、とのことであ

った。

(専門人材の派遣から、紹介まで幅広い人材サービスを提供するC社 へのヒアリング)
一般のファイリングから、金融、 ITと いった専門分野までをカバーして派遣から紹介

までを行う総合人材サービス業であるC社 へのヒアリングによると、企業側には当然のこ

とながら派遣=即 戦力であり、専門性の高い人材の派遣では、求人側のから実務キャリア

を最も強く要求されることとなる。

実際には専門性に応じた適性を持った人材は少ないが、求人側からは過剰な要求を受け

ることが多い。貿易事務などでは、基本的な英語能力が必要となり、求人側からは実務経

験のほか、TOEICで 800点以上といった条件がつけられることがあるが、実際には基

礎的な英語能力でも十分仕事をこなすことができる。

このように、自社が求める人材として、どのような条件を持った人材が必要なのかを十

分理解していない企業が多い。年齢についても制約が多いが、本当に必要な条件に合った

人材であれば年齢は余り関係が無いはずである。実際に、求人線Jからの条件を満たしてい

ない人材でも、十分に適性を満たすと考えて派遣して満足してもらえるケースも多い。

人材の派遣に関わる問題点としては、派遣先からサービス残業を求められるなど本来の

就業条件と異なる扱いをされる場合や、実務のほとんどを派遣人材に任されてしまう場合

などがある。派遣人材を受け入れる企業において、人事や労務担当は派遣への仕事の依頼

の限界を理解していても、現場が社員と同様の扱いをしようとするケースが見られること

がある。派遣される人材は、専門性を生かすことを求めているにもかかわらず、不必要な

条件を求められることで、短期間で辞めてしまうケースもある、とのことであった。

以上のような求人側と求職側、働く側と人材を雇う側の間のマッチングを妨げる課題を

整理すると、次のような相対立する、あるいは相互に関連する条件の組み合わせとして整

理することができる。

○賃 金

○年 齢

○中心性

人件費コス ト

有ヒ  カ

周辺性
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まず、「賃金一人件費コスト」に関しては、働く側にとって賃金が労働条件の中で最も重

視する要素となっているのに対して、企業サイ ドにとって、人件費コス トの削減が優先す

べき課題として認識されている。アンケー ト調査結果を見ても、人材のマッチングでうま

くいかない要因として、求職側と求人側の求める賃金水準の開きの大きさを挙げる回答が

目立っている。

もちろん、賃金の水準は単独で決まるものではなく、職種、職能、雇用条件、属人的要

素、需給動向など、様々な要素によって決まるものである。そこで、次に属人的な要素で

ある 「年齢一能力」に関してみると、求人側の条件としては、キャリア形成は経験に基づ

くものであり、一般に一定の年齢までは年齢とともにより高いキャリアや職務能力が身に

ついていることを期待できるが、他方で、若い人材に対して高いキャリアを求めることは

難しい。また、年齢が高くなるほどに、自らのキャリアに応じた、キャリアを活かすこと

ができる仕事 ・給与 ・待遇を求めようとする。

これに対して、企業側の人材に対する要求は、人件費の面ではコスト削減を強く意識す

る一方で、専門性やキャリアの蓄積、職務経験の重視など、即戦力としての能力を重視す

る傾向を読み取ることができる。

従って、人材側と企業側とのマッチングに関して、若い人材に関する課題としては、若

さとともに即戦力としてのキャリアを求められるが、若い人材にはキャリア形成の機会を

確保することができない、という点を指摘できる。その背景としては、事業環境の変化や

景気の低迷などによって事業の見直しを進める企業には、事業展開に必要な職能を身につ

けていない人材をできるだけ減らす一方で、必要な人材については、即戦力として外部か

ら確保しようとするなど、より効率的に人材活用を進めようとする姿勢を強めている点が

上げられよう。こうした企業においては、従来の安定的な雇用関係を保ちつつ、長期的な

視点から必要な人材を社内教育やジョブローテーションを通じて自ら育成するだけの余裕

が無くなっているといえよう。

他方で、能力主義や成果主義に基づく人事評価制度が重視され、長期的な安定した雇用

を期待することが難しくなっている状況の中で、若年者の離職率が高まるとともに、フリ

ーターなど定職につかない人材が増加している。こうした人材においては、キャリア形成

に最も重要な期間にその機会を得られないことなり、将来におけるキャリアの形成 ・蓄積

の可能性を失つている状況にある。また、わが国の人材育成やキャリア形成の機会は、企

業内部における人材育成機能に偏在しており、社会的な職業教育やキャリア形成の機会は、

諸外国に比べて施弱な状況であることも、若い人材からキャリア形成機会を奪う大きな要

因となっているといえよう。

また、中高年に対する課題としては、蓄積したキャリアをそのまま活かすことができ、

そのキャリアに見合う勤務条件を期待する中高年の人材に見合う仕事を見出すことの難し

さにある。アンケー ト調査の回答や人材サービス業へのヒアリングにおいても、中高年の

人材が求める職務内容と賃金その他の勤務条件と人材を求める企業側が求めるキャリアと

提供できる勤務条件との間に大きな格差がある旨の指摘が多くあった。

こうした中高年人材のマッチングに対する課題の背景としては、先にも述べたようなわ

が国のキャリア形成が個々の企業内部で独自に行われるために、蓄積したキャリアが他の
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企業にとって有効なものとはならないこと、さらに、保有するキャリアに適合する場合で

あっても、企業側があわせて年齢による制約を求めることが多い点がある。

加えて、特に安定的な雇用関係の中で職務経験よりも企業への帰属意識がより強く杉成

されていると思われる中高年齢者においては、社会的に広く通用するキャリアの形成とい

った認識が弱いものと考えられる。その結果、必要なキャリア形成が行われていない場合

や、自らが蓄積 ・形成してきたキャリアの内容について整理し、自らの能力を明らかにす

る認識に欠ける場合が多いといえよう。

さらに、従来からの年功賃金体系のもと、長期的な勤続の中で受けてきた雇用条件や賃

金面での高い待遇をもとにした求職条件と、企業側が提示する求人条件に大きな開きがあ

ることも、中高年の再就職を難しくする要因となっているといえよう。

次に、「中心性一周辺性」の問題がある。基幹労働力
'長期安定雇用 ―ジョブローテ

ーシ

ョンによる企業内労働市場の適用による企業内昇進
―男性という諸条件に対して、周辺労

働カ ー短期不安定雇用 ―景気調節弁 ―女性という諸条件が相対する、ある種の二重構造を

形成してきた、ステレオタイプの雇用 ・就労パタ
ーンがにわかに崩れている。つまり、女

性の社会進出の進展と晩婚化と少子化の進展、若年者が短期間で離職する割合の上昇とフ

リーターの増加に見られるような定職志向の揺らぎ、企業における能力重視姿勢の強まり

と早期退職を含む人員削減の進展、年金 ・医療などの社会保障費負担の増加、給与体系の

変化、年金制度をはじめとする将来の生活に対する不安の拡大といった社会の変化は、先

の 「賃金一人件費コスト」「年齢一能力」における労働市場のギャップをさらに拡大する方

向に作用しており、こうしたギャップを埋め合わせるための努力が求められている。そし

て、アウトソーシングや派遣の活用の動きも、こうした労働市場で拡大するギャップを埋

めようとする企業の取り組みの一つとして理解できよう。

2,今 後の雇用のあり方に向けた方向性

以上、現在の厳しい経済環境の中における労働需給のミスマッチの状況とその要因につ

いて概観してきたが、主要な要因の 1つとして以下のように確認できた。

人材を求める企業が重視する主要な条件は、即戦力として業績に直接貢献できるスキル

とキャリアを備えていることであるが、現在高い失業率を示し、早急な失業問題解決の対

象となっている者年者と中 ・高年齢者においては、若年者のキャリア形成機会の欠如と中

高年齢者の企業が求める年齢における制約の存在によって労働市場でのマッチングが難し

くなっている。

また、こうした条件に加えて、働く側のキャリア形成についての意識の面でも問題があ

った。つまり、若年者においては、その時期が今後の長期にわたる将来の職業生活の基盤

を作る重要な時期であり、今後の就労の基礎となるキャリア形成の端緒となることの自覚

が求められよう。また、中高年者においては、これまで経験 ・蓄積してきた職業能力の多

くが、それまで属してきた特定企業の場で形成されたもので、そのままで広く労働市場
一

般に通用するような普遍的なキャリアではないことの自党と、キャリアの洗い直しによる

必要な職業能力の再構成が求められている。

厳しい事業環境の中で人材の絞込みと効率的な活用を進める多く企業は、他方で、脆弱
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な人的資源を補い、事業環境に適応するための経営戦略を進めるために、必要とする人材

を即戦力として求める傾向を強めている。しかし、その結果、O」 Tや ジョブローテーシ

ョンを通じて必要な人材の育成 ・確保を行ってきた企業の人材育成機能は低下しているも

のと考えられる。

しかし、労働市場の流動性が必ずしも高くはなく、社会的なキャリア形成の機会が確保

されていない状況の中では、即戦力の人材を企業が外部から確保できる可能性は必ずしも

高くはない。外部から必要な人材を確保することも重要ではあるが、企業にとってコアと

なる部分の人材に関しては、既存の人材の能力開発を進めることの重要性ほむしろ高まっ

ているといえよう。

もちろん海外との国際競争が激化し、年齢構成の高齢化が進展する中で、サ
ービス経済

化をはじめとする産業構造の更なる変化は必至で、労働市場における雇用の流動化が
一層

進展するものと考えられる。そして、人材の確保においても、人材を外部から確保する機

会は、今後拡大することが予想されるが、その場合においても、企業側の経営内容、事業

運営状況や経営戦略に応じて人材の能力開発は不可欠である。即戦力として高い能力を持

った人材であればあるほど、企業側にはその人材を活用するための高度の能力開発を行う

ことが求められる。

厳しい事業環境が続く中で、産業の雇用吸収力が低下し、多くの企業が人員削減に向け

た取り組みを進めているが、アンケート調査の回答をみても、そうした企業では、人件費

コストの削減をより強く意識するようになっている様子がみられた。

ただ、過剰な賃金コストの削減は、労働モラルの低下や必要な人材の流出を招く恐れを

有している。そして、一面ではコストとなる人件費も、事業を進めるために必要な人材の

能力を保全、開発するために必要な人的投資としての側面を合わせ持っている。事業の持

続的な発展と企業の成長のためには、人件費を含めたコスト削減も、事業推進に必要な人

材を確保し、育成するために必要な、戦略的な負担とのバランスの上で考えるべきであろ

う。

そのためには、資源として人材を捉え直すことが重要となる。アンケ
ート調査の回答や

人材サービス業へのヒアリングからは、「人材の採用に当たって企業の人事部門の姿勢が不

明確」「採用する側の担当者がどんな人材が必要なのかを理解していない」「必要以上に高

い能力を求める」といった指摘が聞かれたが、人材を採用しようとする企業には、まずそ

の企業に必要となる人材 ・能力を明確に把握すること、そして、企業の採用担当者は現場

の人材ニーズを的確に把握することが重要となる。また、より多くの人材の中から必要な

人材を選択するために、不必要な条件を求めないこと、さらに、必要以上に採用条件を厳

格化しないことも大切である。

職を求める側にとっては、即戦力としての人材が重要視される傾向が強まるなかで、何

が出来るのか、自らの能力とキャリアをより意識した求職活動が求められている。中高年

の人材には、キャリアマネジメントの重要性が高まっており、これまで経験してきたキャ

リアの洗い直しと、職業能力の再形成が重要となり、必要な職業能力訓練機会の充実が求

められよう。

また、若い人材については、新卒採用の慣行が崩れ、即戦力としての能力が重視される
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中で、先ずキャリア形成機会が確保されなければならない。学生生活から職業生活への移

行がよリスムーズにおこなわれるような機能の確保が重要で、インタ
ーンシップや紹介予

定派遣といった制度の活用促進やインターンシップよりもさらに実践に近い職業教育メi可ゞ

能となるデュアルシステムの導入促進なども有効と考えられる。ただ、何よりもフリ
ータ

ーの増大や若い人材の企業への定着率の低さにもみられるように、若い人材の就労意識の

形成が必要になっており、将来に向かっての長期的な人生設計に基づく職業意識と必要な

キャリアとその獲得のために必要なステップを明確にしうるキャリアデザインの機会を確

保することが必要となっている。新規採用後の一定期間、仕事の内容に即した職業訂|1練を

企業外で受けることができるような、職業教育機会の拡大が図られなければならない。

さらに、少子化の進展によって、近い将来における就労人口の減少が懸念される中、女

性の能力開発にも、一層積極的な対応策が求められる。高い職業能力と就労意欲を持ちな

がらも、ライフステージに応じて、出産、育児、家事に追われ、パー トタイムなど、家計

補助的な不安定な労働条件で就労せざるを得ないなど、家庭や健康などの制約によって就

労機会を逃している人に対しては、正社員短時間労働制をはじめとする安定的な勤務条件

で働くことが出来るような、多様な安定的就労形態が模索されなければならない。

また、職業訓練の成果を効果的に労働市場へと結びつけるために、職業訓練と職業紹介

の密接な連携を図ることがもとめられる。そして、公的には求人企業開拓を進めるなど公

的職業紹介機能の一層の確保充実も図る必要があろう。そして、産業が求める人材を効果

的に育成するためには、公的なものばかりでなく人材育成機能に重点を置いた人材サ
ービ

ス業の育成が採lられなければならない。さらに、民間と公の求人、求職情報を地域的に統

合し、民間の職業紹介機関が自由にアクセスできるよう、地域的な人材マッチングのため

の総合的なデータベースを充実することも必要である。

いずれにせよ、人材を活用する側の企業には、出来 上がった人材を安易に活用しようと

するのではなく、人材の能力を最大限に引き出し、育成しようとする姿勢、つまり、経常

戦略に応じた人材戦略の形成が、そして、職を求める側の人材には、企業に対して自らの

能力として何を提供できるのかを明確にすること、そのためのキャリア形成の努力が、雇

1日における需給ギャップの解消に向けての第一の条件となる。
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G&0大阪府

就労形態の多様化及び新雇用システムに関する調査

調査の主旨と目的、ご記入に当たつてのお願い お問い合わせ先・ご返送先

※ このページを切り離さずに、次ページ以降の設間にご回答ください。
※

１ヽノ
冒一示
査調／１ヽ

調査の目的 雇用のミスマッチについて、企業側が人材に求め

ているものと、求職者側が職或いは職場に求めているものに、い

かなるギャップが存在するのか、また就労形態の多様化について、

非正規社員が活用されている場面や、正社員から非正規社員への

置き換えがどの程度の勢いで進捗しているのか、さらには新たな

雇用システム (紹介予定派遣、ワークシェアリング、ジョブシェ

アリング、再雇用制度等)が どの程度浸透しているか等を調査し、

雇用施策検討の基礎資料とすることを目的としています。

この調査結果は、大阪府産業労働施策の基礎資料及び産業開

発研究所調査報告書作成のために使用されます。本府施策推進

の重要な資料となりますので、ぜひともご回答いただきますよ

うお願い申し上げます。

なお、調査結果の概要については平成 16年 3月 頃、大阪府

立産業開発研究所のホームページ _.冊 ydOme.or.jp/aid/

に掲載する予定です。

ご記入方法 ご記入に際しては、特に指示のない限り選択肢の

番号を○印で囲んで下さい。指示のある場合は、それに従って

ご記入下さい。(  )内 には、具体的な事例をご記入下さい。

ご提出 この調査票にご記入いただきましたら、ご面倒ですが

来る 8月 22日 (金)ま でに、同封の返信用封筒またはFAX

にてご返送くださるようお願いいたします。

大阪府商工労働部

大阪府立産業開発研究所
(調査実施機関)

〒54kl-0029

電話

ファックス

電子メール

ホームページ

担当課

大阪市中央区本町橋 2‐5

マイドームおおさか 5階

06-6947-4362

06-6947-4369

hiro‐t(⊃ald pref osaka.jp

熙 、mydome orip/aid/

産業調査研究グループ

江頭 (えがしら)・田中

記入不要です ↓

||||

名社貴

貴 社 の 所 在 地

一Ｔ

電話番号 ) FAX番号 ( )

前

名

格

職

の

役

者

・
臥
署
ご

部
E― Mail

業種 (該当

する全てに

)○

1.人 材派遣業 (一般派遣)         2.人 材派遣業 (特定労働者派遣)

3 人材紹介業 (一般紹介型)        4 人材紹介業 (ヘッドハンティング型)

5.総合的な人材サービス業 (紹介予定派遣含む)6.ア ウ トプレースメント業

上記のうち、貴社の主力事業 (売上高に対する貢献度が最も高い事業)一 つに○をつけて下さい。

1 -般 派遣事業
3 -般 紹介事業
5 紹介予定派遣事業

2 特定労働者派遣事業

4 ヘッドハンティングによる人材紹介事業

6 アウ トプレースメント事業
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記入不要です→

以膨嘱獅助蒙初生か課を念頭=こ置き。お答え下こιL

1 貴社について

間1 貴社の特徴(強みを発揮できている分野や重点を置いている分野、特化している分野)をご教示下さい。

具体的な貴社の特徴がございましたら、ご記入下さい。
(例)中 高年の人材紹介に特化 等

問2 貴社では以下の項目は、過去3年間でどのように推移していますか?

(1)登録求職者数の推移  1.減 少傾向にある    2.横 ばい

②顧客企業数の推移   1.減 少傾向にある

③派遣 (紹介)者 数実績 1.減 少傾向にある
0派 遣 (紹介)単 価   1.下 落傾向にある

2.横 ばい

2.横 ばい

2.横 ばい

3.増 加傾向にある

3.増 加傾向にある

3.増 加傾向にある

3.上 昇傾向にある

1.中小企業      2.中 堅企業      3.大 企業
(1)顧客企業規模について

4.ベンチャー企業   5。 どの規模ともいえない 。わからない

踏 酵
紹
"謝 El径

も伸碑 力塙い項目→

□
∝ も減舛 の高い項目→

□

問3 貴社の過去3年間における派遣 (紹介)実績 (延べ人数)の推移について、①最も派遣 (紹介)実績が

大きい項目②最も伸び率が高い項目③最も減少率の高い項目は何ですか?それぞれ数字をご記入下さい。

(1)顧客企業規模について
1。中小企業
4.ベンチャー企業

2。中堅企業

5.特に特徴はない

3.大企業

②派遣 (紹介)の業種について
1.建設業
4.サービス業

2.製造業
5.特に特徴はない

3.卸 ・小売業

③派遣 (紹介)職種について

1.経営者 。経営陣   2.管 理職       3.経 営企画

4.営業        5。 経理 ・財務     6。 人事 ・総務

7.秘書        8.そ の他事務職    9.研 究開発

10.SE         ll.そ の他専門職    12.特 に特徴はない

②派遣 (紹介)の 業種について
1. 2.製造業 3.卸 ・小売業

4.サービス業 5。どの業種ともいえない 。わからない

①最も派遣 (紹介)実績が
大きい項目→

②最も伸び率が高い項目→ ③最も減少率の高い項目→

③派遣 (紹介)職 種について

1.経営者 。経営陣
4.営業

7.秘書

2.管理職

;経 理 ・財務

8.その他事務職

3.経営企画

6.人事 ・総務

9.研究開発

10。SE ll.そ の他専門職 12.ど の職種ともいえない 。わからない

①最も派遣 (紹介)実績が
大きい項目→

②最も伸び率が高い項目→ ③最も減少率の高い項目→
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間4 貴社は以下の諸要因をどの程度重視されていますか?

(1)登 録者 (求職者)の 量的確保

②  質の高い登録者 (求職者)の 確保

③  登録者 (求職渚)の 質の維持 ・向上

141 氣忠業種 ・職種の絞り込み

151 顧客企業の量的確保

⑥ 顧客企業の業種の絞り込み

C71 派遣 (紹介)の 価格
(8)顧 客企業への派遣 (紹介)ス ピー ド
(9)登 録者 (求職者)へ のサービスの充実
(10 顧客企業へのサービスの充実
(11)サ ービスを提供しようとする地域
(12)自 社独自のビジネスシステムの構築
(13)自 社独自のノウハウの蓄積
(10 異業種からの参入状況や同業他社の動向
(19 顧客企業の業界動向や経営動向
(16)雇 用 。労働施策の動向

かなり軽視  やや軽視  どちらでもない  やや重視  かなり重視

1-―――――-2-――一一一-3-一 ――――-4-― 一―――-5

1-―一―――-2-――――一-3-― ――――-4-― ――――-5

1-一――一-2-3-4-5

1-――――-2-3-4-5

1-―――――-2-一―――一-3-― ――――-4-ニ ーーーーー5

1-―――――-2-―――一―-3-― ――――-4-― ――――-5

1-―――――-2-― ―――一-3-― ―一一―-4-― ――――-5

1-――一――-2-一――――-3-一 ――――-4-一 ――――-5

1-2-3-4-5

1-2-3-4-5

1-―――ニーー2-―――――-3-― ――――-4-― ―一――-5

1-一―――-2-3-4-5

1-一―――-2-3-4-5

1-―一―一―-2-―――――-3-― ――――-4-― ――――-5

1-一――――-2-―――――-3-― ――――-4-― ―――一-5

1-― ―一―-2-3-4-5

問5 貴社では以下の項目をどの程度実践されていますか?

(1)登 録者 (求職者)に 対する事前のカウンセリンク
゛

(2)登 録者 (求職者)に 対する事前の教育

③ 派遣 (紹介)中 のカウンセリング

④ 派遣 (紹介)中 の教育

⑤  派遣 (紹介)後 のカウンセリング

⑥  派遣 (紹介)後 の教育

0 顧客企業からの各種情報のフィー ドバック
(8)顧 客企業への派遣 (紹介)に 関する提案
(9)顧 客企業への人事戦略に関する提案

全くしていない まれに実践  時々実践  しばしば実践  常に実践

1-― ―――-2-― ――一-3-4

1-― ―一―-2-3-4

1-一――一-2-3-4

1-二―――-2-3-4

1‐―――一-2--3-4

1-2-3-4

1-――――一-2-――――一-3-― 一一一―-4

1-2-3-4

５

５

問6 貴社のこれまでの活動の中で、「うまくいつた」ケースや、逆に「うまくいかなかつた」ケースについて、

その原因や理由も含めてご紹介下さい。

[例1]企 業から経営企画に関する人材の紹介を要請された力ヽ 経営企画を統括する人物が顧客企業内にいな

いことがわかり、当方からの提案により経営企画の管理職と一般職員をセットにして紹介できた。

[例2]顧 客企業の要請する人材の理想が非常に高く、その理想に見合う人材の発掘までは成功したものの、

コストが合わないという理由で断られた。

問7 貴社の現在の登録者 (求職者)数 をご教示下さい。  約

問8 (人 材派遣業の方のみお答え下さい)貴社の過去一年間の

人

平均稼働率 (平均派遣人数/平 均登録者数Xl∞)を ご教示下さい。
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H 顧客企業について

間9 貴社の顧客企業について以下の文章と合致している企業がどの程度あると思われますか?

問10 顧客企業から派遣 (紹介)社員に関する相談、改善要望は以下の諸項目においてどの程度ありますか?

かなり少ない やや少ない どちらでもない やや多い かなり多い

社内での人間関係や風土に関すること     1-ニ ーーーー2-3-4-一 一一-5

その他派遣 (紹介)社 員の扱いに関すること  1-2-3-一 一一-4--5

派遣 (紹介)社 員の業務遂行意欲に関すること 1-― 一一―-2-3-4-一 ―一-5

派遣 (紹介)社 員のビシ
゛
ネ対ナーに関すること   1-2-3-4-一 一―-5

派遣 (紹介)社 員の業務遂行能力に関すること 1-2-3-一 一――-4-一 一一-5

派遣 (紹介)社 員のスキル・専門性に関すること  1-― ―――-2-3-4-一 ―一―-5

派遣 (紹介)社 員のキャリアアツフ
・に関すること   1-2-3-4-5

①

②

③

④

⑤

０

０

問 11 新雇用システムについての企業の対応や、雇用動向について、どのようにお感じですか?

全く感じない あまり感じない どちらでもない やや感じる かなり感じる

0)紹 介予定派遣を検討中の企業が増えている
(2)紹 介予定派遣を実施する企業が増えている

③ シ
゛
ョフ
゛
シェアリングを検討中の企業が増えている

0 シ
゛
ョフ
゛
シェアリングを実施する企業が増えている

⑤ ワークシェアリングを検討中の企業が増えている

⑥ ワウシェアリングを実施する企業が増えている

⑦ 再雇用制度を検討中の企業が増えている
(8)再 雇用制度を実施する企業が増えている

(9)翼
禁凪寛彙;:詈

規社員への置換を検討中の企

(10 正社員から非正規社員への置換が進んでいる 1-一 一―-2-一 ―一-3-一 ――-4-― ――-5

(11)自 社の人材能力開発に消極的になっている  1-一 一―-2-― 一――-3-― ―一-4-一 一一-5

(10 正規 ・非正規問わず雇用に消極的である   1-一 ――-2-― ―一-3-4-一 一一-5

(10 正規 ・非正規問わず雇用を減らしている   1-一 一一-2-一 一―-3-― 一―-4-一 一一-5

1-2-3-4-5

1-――一――-2-―――一一-3-― ―――一-4-一 ―一―一-5

1-―――――-2-―――一―-3-― ――一一-4-― 一―――-5

1-2-3-4-5

1-―――――-2-――――一-3-― ――――-4-― 一―――-5

1-―――――-2-――一―一-3-一 ――――-4-一 一―――-5

1-―――――-2-――一――-3-― ―――一-4-― 一一一―-5

1-2-3-4-5

1-一 一――-2-― ――一-3-4-5

(1)特 に体力のある人材を求めている
(2)特 に若い人材を求めている

③ 人材には特にビジネスマナーを求めている

④ 人材には特に業務遂行力を求めている

⑤ 人材には特にスキル ・専門性を求めている 
‐

⑥ 人材には特に自社への適合l■を求めている

172 人材には特に協調性を求めている
(3)人 材には特に学歴を求めている
(9)人 材には特に職歴や経験を求めている
(10 求めている人材に高い業績貢献を期待している
(11)求 めている人材に組織活性化を期待している
(10 人事戦略が企業の経営戦略と合致している
(10 コア人材とそれ以外の人材の峻別が出来ている
(D コア人材を社内で育てている
(lD 求めている人材像が明確である
(10 人材が企業価値創造を生み出すと考えている
(17)と にかく人的コストを抑えたいと考えている

かなり少ない やや少ない どちらでもない やや多い かなり多い

1-一一―一-2-― 一―一-3-4-5

1-2-3-4-5

1-― 一―一-2-一 一一―-3-4-5

1--2-3-4-5

1-― 一一一-2-― 一一―-3-4-一 ―一一―‐5

1-2-3-4-5

1-2-3-4-5

1-2-3-4-5

1-一一―一-2‐
―
一一一-3-一 一一-4-一 一一-5

1-― 一―一-2-一 一―一-3-4-5

1-一 一一―-2-一 ――一-3-4-5

1-― 一――-2-― 一一一-3-4-5

1-― ―――-2-一 ―一一-3-4-5

1-―――――-2-―――一―-3-― ―一――-4-― ――一―-5

1-2--3-4-5

1-2-3-4-5

1-一 一一―-2-一 一一一-3-4-5
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問12 雇用のミスマッチ解消に向けて、求人企業が改善すべきだと思われることについてご教示下さい。

|‖ 登録者 (求職者)に ついて

間13 貴社の登録者 (求職者)か らの相談、改善要望は以下の諸項目においてどの程度ありますか?

かなり少ない やや少ない どちらでもない やや多い かなり多い
(1)顧 客企業での労働時間に関すること      1-― -2-3-― ――-4-一 一―-5

②  顧客企業での労働環境 。作業環境に関すること 1-― 一―-2-一 ――-3-― 一一-4-― 一一-5

③  顧客企業での人間関係や風土に関すること   1--2-一 ―一-3-一 一一-4-一 ―一-5

C41 顧客企業での業務内容に関すること      1-2-― ――-3-一 ―一-4-― 一一-5

⑤  自身の福利厚生に関すること         1-一 ―一-2-3-一 一一-4-一 一一-5

C61 自身の給与 ・報酬面に関すること       1-― ――-2-3-― 一一-4-一 一―-5

(つ 自身のスキルアップに関すること       1  -2-3-一 ――-4-― ―-5

呻 身
の キ ャ リ ア ア ッ プ に 関 す る こ と       1--2-3-一

一 一 -4-一 一
― -5

(9)そ の他労働条件に関すること         1-― -2-3-一 一―-4-一 ―一-5

間14 貴社の登録者 (求職者)に ついて、以下の文章と合致している方がどの程度いると思われますか?登

録者 (求職者)の うち、常に派遣依頼のある方或しヽお ぐに紹介できた方と、なかなか派遣依頼がない方或い

はなかなか紹介できない方とに分けてお答え下さい。

(1)常 に派遣依頼のある方、或いはすぐに紹介できた方

かなり少ない やや少ない どちらでもない やや多い かなり多い

(1)企 業のブランド・イメージを重視している
(2)経 営者の人柄や経営者の資質を重視している

③ 企業の組織風土を重視している

141 企業の経営戦略を重視している

⑤ 勤務地を重視している

K61 賃金等の報酬を重視している

⑦ 賃金以外の福利厚生等を重視している
(8)就 きたい職種を重視している
(9)就 きたい業種を重視している
(10)自 身が活躍できるか否かを重視している
(11)自 身を高めてくれるか否かを重視している
(12)求 めている職務内容が明確である
(13)長 い勤務時間を希望している
(10 短い勤務時間を希望している
(15)永 続的な勤務を希望している
(16)比 較的短期間の勤務を希望している
(17)自 らを高める努力をしている
(18)仕 事に対する姿勢が真摯である
(19)ビ ジネスマナーを備えている
(20H スキル ・専F号性を持っている
(21)協 調性を備えている
(22)職 歴や経験が豊富である

1-― 一一―-2-一 一――-3-4-5

1-2-3-― ―――一-4-― 一一――-5

1-―――――-2-―――――-3-― ――――-4-一 一―――-5

1-2-― ――――-3-― ――――-4-― 一―――-5

1-2-一 一一―-3-一 ――――-4-5

1-2-― ―一-3-一 ――――-4-― ―――一-5

1-――――一-2-―――――-3-― ―一――-4-― ――――-5

1-2-― -3-一 ――一一-4-― 一―――-5

1-―――――-2-― ―――一-3-4-― ――――-5

1-――――-2-一 一――-3-4-5

1-2-一 ――一-3-― ――一一-4-― ――――-5

1-2-3-一 ――一一-4-一 一―――-5

]一一―一一-2-― -3-4-5

1-2-3-― ―一――-4-― ―一――-5

1-2-3-― 一――一-4-― ――――-5

1-2-3-4-― -5

1-―――――-2-―――――-3-― ――――-4-― ――――-5

1-2-3-一 ――――-4-― ――――-5

1-2-― -3-― ――――-4-― ――――-5

1-2-3-― ――――-4-― ――一―-5

1-一 一 ― ― -2-― ― ― -3-一 一 一 一 一 -4-一 一 ― ― ― -5

1-2-3-― ――――-4-― 一―一一-5
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(2)な かなか派遣依頼がない方或いはなかなか紹介できない方

|                             ]
0)企 業のブランド・イメージを重視している
(2)経 営者の人柄や経営者の資質を重視している

③ 企業の組織風土を重視している

C41 企業の経営戦略を重視している

C51 勤務地を重視している

C61 賃金等の報酬を重視している

0 賃金以外の福利厚生等を重視している
(8)就 きたい職種を重視している
(9)就 きたい業種を重視している

00 自身が活躍できるか否かを重視している

01)自 身を高めてくれるか否かを重視している
(10 求めている職務内容が明確である
(10 長い勤務時間を希望している
(1→ 短い勤務時間を希望している
(151 永続的な勤務を希望している
(10 比較的短期間の勤務を希望している
(17)自 らを高める努力をしている
(18)仕 事に対する姿勢が真摯である
(1の ビジネスマナーを備えている
(207 スキル ・専Fl性を持つている
(21)協 調性を備えている
(22)職 歴や経験が豊富である

1-2-3-一 一―-4-一 一―――-5

1-― 一――-2-― 一一―-3-一 -4-5

1-一 ―――-2-― 一一―-3-4-一 ―一-5

1-2-3--4-一 ―一一-5

1-― ―一一-2-一 一一―-3--4-5

1-2-3-一 ――――-4-一 ―一――-5

1--2-― ―――-3-4-5

1-一 一―一-2-一 一一―-3-4-5

1-2-3-一 一―一―-4-一 ―一―一-5

1-一 ―一一-2-一 ―一一-3-4-5

1-――一一-2-― 一一-3-一 ―一-4-一 一一-5

1-2-一 ―――-3-― 一――一-4-― 一―――-5

1-2-一 一一―-3-― ――一―-4-一 ――一一-5

1-2-3-― ―一一―-4-― 一一一―-5

1-2-3-― ――-4-一 一―一一-5

1-2-3-― ―一――-4-― 一一――-5

1-― ―――-2-― 一一―-3-4-5

1-一 一―一-2-一 ――一-3-4-5

1-一 一一一-2-一 ―一一-3-4-5

1-― ――一-2-一 ―――-3-4~5

1-2-3-― 一一―一-4-一 ――一一-5

1-――――一-2-3-― ――――-4-一 ――――-5

問15 貴社の登録者 (求職者)が 、求職に際して最もこだわつているものは何だと思われますか?

Ⅳ 雇用問題全般について

間17 以上を総括して、企業や求職者 (転職予備軍を含める)に 対して、失業率低減につながるようなメッ

セージ、或しヽま雇用施策或ιヽま実施機関に対する提言等があればご記入下さい。

問 16 雇用のミスマッチ解消に向けて、求職者が改善すべきだと思われることについてご教示下さい。

長時間のご協力有り難うございました。
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